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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 30 日 


【 提 


【 件 


出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
経済 財政 政策 担当 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
名 】 地 方 税 財源 の 充実 確保 を 求め る 意見 書 
































地方 財政 は 、 社会 保障 関係 費 な どの 財政 需要 の 増加 や 地方 税収 の 低迷 等 に より 、 厳し 
い 状 況 が 続い て いま す 。 


に 





こう し た 中 、 基礎 自治 体 で ある 市 が 、 住民 サー ビス や まち づく り を 安定 的 に 行う た め 
は 、 地 方 税 財源 の 充実 確保 が 不可 欠 で す 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 を 実現 され る よう 強く 求め ます 。 

記 
1 地方 交付 税 の 増額 に よる 一 般 財 源 総 額 の 確保 に つい て 

(1) 地方 単独 事業 を 含め た 社会 保障 関係 費 の 増 な ど 、 地 方 の 財政 需要 を 地方 財政 計 
画 に 的 確 に 反映 する こと に より 、 一 般 財 源 総 額 を 確保 する こと 。 

(2) 特に 地方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 に つい て は 、 本 来 の 役割 で ある 財源 保障 
機能 ・ 財 源 調整 機能 が 適切 に 発揮 され る よう 増額 する こと 。 

(3) 財源 不足 額 に つい て は 、 臨時 財政 対策 債 の 発行 等 に よる こと な く 、 地方 交付 税 
の 法定 率 の 引き 上 げに より 対応 する こと 。 

(4) 依然 と し て 厳し い 地 域 経済 を 活性 化 さ せる 必要 が ある こと か ら 、 地 方 財政 計画 
に お ける 歳出 特別 枠 を 維持 する こと 。 

(5) 地方 公務 員 給 与 の 引き 下げ を 前 提 と し て 、 平 成 25 年 度 の 地方 交付 税 が 削減 さ 
れ た が 、 地 方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 を 国 の 政策 誘導 手段 と し て 用 いる こと 
は 避け る こと 。 

2 地方 税源 の 充実 確保 等 に つい て 

(1) 地方 が 担う 事務 と 責任 に 見 合う 税 財源 配分 を 基本 と し 、 当面 、 国 と 地方 の 税源 
配分 を 「5 : 5」 と する こと 。 そ の 際 、 税 源 の 偏在 性 が 小さ く 、 税 収 が 安定 的 な 
地方 税 体系 を 構築 する こと 。 

(2) 個人 住民 税 は 、 そ の 充実 確保 を 図る と と も に 、「 地 域 社 会 の 会 費 」 と いう 基本 
的 な 性 格 を 踏ま え 、 政 策 的 な 税額 控除 を 導入 し な いこ と 。 

(3) 固定 資産 税 は 、 市 町 村 の 基幹 税目 で ある こと か ら 、 そ の 安定 的 確保 を 図る こと 。 
特に 、 償 却 資産 の 根幹 を な し て いる 「 機 械 及び 装置 」 に 対す る 課税 等 に つい て は 、 
現行 制度 を 堅持 する こと 。 

(4) 法人 住民 税 は 、 均 等 割 の 税率 を 引き 上 げ る こと 。 

(5) 自動 車 重量 税 及び 自動 車 取 得 税 は 、 代替 財源 を 示さ な い 限 り 、 市 町 村 へ の 財源 
配分 の 仕組 み を 含め 現行 制度 を 堅持 する こと 。 

(6) ゴル フ 場 利用 税 は 、 ゴ ルフ 場所 在 の 市 町 村 に と っ て 貴重 な 税源 と な っ て いる こ 
と か ら 、 現 行 制度 を 堅持 する こと 。 

(7) 地球 温暖 化 対 策 に お いて 地方 自治 体 が だ 果たし て いる 役割 を 踏ま え 、 地 球 温暖 化 
対策 譲与 税 を 新た に 創設 する な ど 、 地 方 税 財源 を 確保 する 仕組 み を 構築 する こ 
と 。 














































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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盛 岡市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 30 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 岩 手 県 知事 


【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 





私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私立 学校 の 経営 基盤 は 厳し い 環境 に お か れ て お り 、 保護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 また 、 生徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 
低い こと が 、 私 学 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教育 条件 の 維持 ・ 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と 
も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 
充実 が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よ 2 次 の 事 
項 に つい て 実現 され る よう 求め ます 。 


















































































































































1 過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を さら に 充実 
させ る こと 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 10 月 4 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 若 い 世 代 が 安心 し て 就労 で きる 環境 等 の 整備 を 求め る 意見 書 






































務 

若い 世代 が 仕事 と 生活 の 調和 を 保ち 、 安 心して 働き 続け る こと が で きる 社会 の 実現 を 
指し 、 一 層 の 取り 組み を 進め る こと を 強く 求め る 。 

(理由 ) 

ライ フス タイ ル の 多様 化 や 少子 高齢 化 に より 、 若 い 世 代 の 働き 方 や 暮らし 方 が 変化 し 
て いる 。 非 正規 労働 者 や 共働き 世帯 が 増え た 今 、 若い 世代 が 本 来 望 ん で いる 仕事 と 生活 
の 調和 が 月 れ 、 理 想 と 現実 の ギャ ッ プ に 悩む 人 が 少な く な い 。 

中 で も 、 働 く 貧 困 層 と いわ れる ワー キン グ プ ア か ら 抜 け 出せ ず に 結婚 を 諦め ざる を 得 
な い 若 者 の 増加 や 、 仕事 と 子育て の 両立 に 悩む 女性 の 増加 、 正規 雇用 で あり な が ら 過 酷 
な 労働 環境 で 働き 続け る こと が で き な い 若年 労働 市 場 の 実態 な ど 、 今 の 若い 世代 を 取り 
巻く 問題 は 多岐 に わた り 、 年 々 深刻 さ を 増 し て いる 。 今 こ そ 国 を 挙げ て 、 若い 世代 が 安 
心して 就労 で きる 環境 等 の 整備 が 求め られ て いる 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 若い 世代 が 仕事 と 生活 の 調和 を 保ち 、 安心 し て 働き 続け る こ 
と が で きる 社会 の 実現 を 目指 し 、 一 層 の 取り 組み を 進め る べく 、 以 下 の 事項 に つい て 、 
適切 に 対策 を 講じ る よう 強く 求め る 。 







































































































































































































































































記 

1 世帯 収入 の 増加 に 向け て 、 政 労使 に よる 「 和 賃金 の 配分 に 関す る ルー ル 」 づ くり を 
進め る こと 。 また 、 正規 ・ 非 正規 問 の 格差 是正 や 子育て 支援 な ど 、 総合 的 な 支援 を 
進め る と と も に 、 最 低 賃 金 引 き 上 げに 向け た 環境 整備 を 進め る こと 。 

2 労働 環境 が 悪い た め に 早期 に 離職 する 若者 も 依然 と し て 多い こと か ら 、 若 年 労働 
者 な ど に 劣悪 な 労務 環境 下 で 仕事 を 強い る 企業 に 対し て 、 違 法 の 疑い が ある 場合 等 
の 立入 調査 の 実施 や 悪質 な 場合 の 企業 名 の 公表 な ど を 検討 し 、 対 策 を 強化 する こ 
だ 

3 個人 の ライ フス タイ ル に 応じ た 多様 な 働き 方 を 可能 と する た め に 、 地 域 限定 や 労 
働 時 間 限 定 の 正社員 な ど 多 元 的 な 働き 方 を 普及 ・ 拡 大 する 環境 整備 を 進め る と と も 
に 、 短 時 間 正 社員 制度 、 テ レ ワ ー ク や 在宅 勤務 の 導入 な ど を 促進 する こと 。 

4 仕事 や 子育て 等 に 関す る 行政 サー ビス に つい て 、 若 年 支援 策 が より 有効 に 実施 ・ 
活用 され る よう 、 利 用 度 や 認知 度 の 実態 を 踏ま え 、 必要 な 運用 の 改善 や 相談 窓口 等 
の 周知 、 浸 透 等 に 努め る こと 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 10 月 4 日 





【 提 
環境 大 臣 
【 件 


(趣旨 ) 


























の 。 要因 は 、 























(理由 ) 





鳥獣 ・ 海 獣 に よる 農作物 や 漁業 被害 が 深刻 
鳥獣 ・ 海 獣 の 生息 域 の 拡大 と 狩 交 
下 な ど が 考え を られ る こと か ら 、 被 害 防 止 対 策 を 講 



































農林 漁業 者 の 生産 意欲 の 減退 や 

















与え て いる 。 
、 イ ノシ シ 、 サ ル な ど 湯 
意 円 を 上 回 























っ て お り 、 ま た 、 
































う 3 




















律 に より 、 現場 に 














の 総合 的 な 取り 組み を 行う こと に 対し て 支援 措置 が 実施 され る こと に な っ た 。 
E が 行わ れ 、 対 策 の 担い 手 確 保 や 捕獲 の 一 
島 獣 及び 海獣 に よる 被害 対策 を 早急 に 講 

















じ る 必要 が ある 。 
よっ て 、 国 
に 実施 され る よう 強く 要望 する 。 





























\ 生 


平成 24 年 に は 、 同 法 の 一 部 改 
られ る こと に な っ た が 、 集 中 的 か つ 効 果 的 な , 





作 放棄 地 の 増 











者 の 高齢 化 に 人 


加 、 


名 】 鳥獣 ・ 海 獣 被害 防止 対策 の 充実 を 求め る 意見 書 








じ る よう 強く 求め る 。 




















出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 














し し 、 多額 の 被害 が 発生 し て いる 状況 に あ 
E う 減少 に よる 捕獲 圧 の 低 





野生 鳥獣 及び 海獣 に よる 農作物 ・ 漁 業 被害 は 深刻 化し 、 被 害 は 経済 的 損失 に 止ま ら ず 、 























鳥獣 に よる 農作物 被害 額 は 、 平成 2 1 年 度 以降 は 毎年 





また 、 海洋 生態 系 に 著しい 悪 


中 句 
ング 門 を 








トド 、 ア ザラ シ な どの 海獣 に よる 漁業 被害 額 も 近年 は 


門 円 を 超え る 状況 と な っ て いる 。 
鳥獣 被害 が 深刻 化し て いる 要因 と し て 、 鳥獣 の 生 
ぎ 猟 者 数 の 減少 に よる 捕獲 圧 の 低下 、 
鳥獣 被害 の 深刻 化 ・ 広 域 化 を 踏ま え 、 
に よる 農林 水産 業 等 に 係る 被害 の 防止 の た め の 特 措 法 」 が 全会 一 致 で 成立 し た 。 この 法 
最も 近い 行政 機関 で ある 市 町 村 が 中 心 と な り 、 様々 な 被害 











に 




















作 放 棄 地 の } 





加 等 が 考え られ る 。 


























平成 19 年 に 、 議 員 立 法 に 









































中 
Cl 





息 域 の 拡大 、 狩猟 者 の 高齢 化 等 に 伴 





より 「 鳥 獣 





防止 の た め 





層 の 推進 が 





























に お いて は 、 鳥 獣 ・ 海 獣 被害 防止 の 充実 を 図る た め 、 以 下 の 事 項 を 速やか 








1 地方 自治 体 へ の 財政 支援 を 充実 させ る と と も に 鳥獣 被害 防止 総合 対策 交付 金 の 


予算 を 拡充 する こと 。 


2 狩猟 者 の 確保 ・ 育 成 に 向け た 対策 の 強化 と 支援 を 拡充 する こと 。 また 、 狩 猟 者 の 
社会 的 役割 に 対す る 国民 的 理解 と 狩猟 者 の 社会 的 地位 向上 の 促進 を 図る こと 。 

3 海獣 被害 に 対し て は 、 追い 払い な どの 防除 対策 事業 、 個体 数 調整 の た め の 調 査 捕 
獲 事業 及び 生息 域 な どの 把握 の た め の モ ニタ リン グ 事 業 を より 一 層 推 進 す る こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規 








sk 




















E に より 意見 書 を 提出 する 。 
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昌和 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
時 

【 件 名 】 森 林 ・ 林 業 ・ 木 材 産業 施策 の 積極 的 な 展開 に 関す る 意見 書 





(趣旨 ) 

林業 ・ 木 材 産業 の 安定 的 発展 と 山村 の 活性 化 を 図る と と も に 木材 の 安定 供給 に よる 東 
日 本 大 震 災 の 被災 地 の 本 格 的 な 復興 を 早期 に 実現 する た め 、 国 に お いて 、 森 林 ・ 林 業 ・ 
木材 産業 施策 を 積極 的 に 展開 する よう 強く 要望 する 。 

(理由 ) 

近年 、 地球 温暖 化 が 深刻 な 環境 問題 と な っ て いる 。 また 、 東 京 電力 福島 第 一 原子 力 発 
電 所 事故 後 、 我が国 の エネ ルギー は 化石 燃料 へ の 依存 度 が 高まっ て お り 、 森林 や 木材 が 
果たす 役割 は 、 こ れ ま で 以上 に 重要 な も の と な っ て いる 。 

し か し 、 岩手 県 に お ける 森林 ・ 林 業 ・ 木 材 産業 を 取り 巻く 状況 は 、 依然 と し て 厳し く 、 
森林 の 多面 的 機 # に 発揮 する と と も に 、 林 業 ・ 木 材 産業 の 安定 的 発展 と 山村 の 
活性 化 を 図る た め に は 、「 森 林 ・ 林 業 基本 計画 」 等 に 基づき 、 森 林 施 業 の 集約 化 、 路 綱 
人 を を 積極 的 に 行う と と も に 、 県 産 材 の 利用 促進 な ど 森 林 資 源 の 循環 
利用 を 進め 、 森 林 ・ 林 業 ・ 木 材 産業 の 再生 を 図る こと が 必要 で ある 。 
また 、 東 日 本 大 震 災 の 被災 地 に お ける 本 格 的 な 復興 を 早期 に 実現 する た め に は 、 木材 
を 安定 的 に 供給 で きる よう 取り 組ま な けれ ば な ら な い 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 以 下 の 事 項 を 実施 し 、 森 林 ・ 林 業 ・ 木 材 産業 施策 を 積極 的 に 
展開 する よう 強く 要望 する 。 















































































































































































































































































































































記 

1 地球 温暖 化 対策 の た め の 税 の 使途 に 森林 吸収 源 対策 や 木材 利用 促進 を 追加 し 、 安 
定 的 な 税 財源 を 確保 する こと 。 

2 森林 管理 ・ 環 境 保全 直接 支払 制度 を 拡充 し 、 搬出 間伐 や 路 網 整 備 の 推進 、 森林 施 
業 の 集約 化 を 図る と と も に 、 地 域 の 森 づ くり の 指導 者 と な る フォ レス ター や 現場 技 
能 者 等 の 人 材 育成 を 強化 する こと 。 

3 国産 材 の 利用 拡大 を 図る た め に 、 木 造 公共 施設 の 整備 や 木質 バイ オマ ス の 利用 に 
対す る 助成 を 拡充 する こと 。 

4 地域 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 、 効果 的 な 治山 対策 を 実施 する と と も に 、 津 
波 対策 も 踏ま えた 海岸 防災 林 の 整備 を 促進 する こと 。 








以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 10 月 4 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


文部 科学 大 臣 


【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 
復元 を 図る た め の 2014 年 度 政府 予算 に 関す る 意見 書 


(趣旨 ) 


将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 旭 
子ども や 若者 の 学び を 切れ め な く 支 援 す る た め に 、 少 人 数 学級 の 失 






























































義務 教育 費 国 庫 負 担 制度 の 拡充 を 強く 求め る 。 
(理由 ) 
35 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 生 、2 年 生 と 続い て きた 35 人 以 ] 


予算 措置 さん て いな い 。 
日 本 は 、OECD 諸国 に 比べ て 、 



























































E 要 で あり 、 





E 進 な どの 定数 改善 と 

















ド 学級 の 拡充 が 


1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いる 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が ある 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 制 及び 教職 





員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望 3 





E し い 学 級 規模 」 


と し て 、26 人 30 人 を 挙げ て いる 。 こ の よう に 、 保護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる 

















こと は 明らか で ある 。 








と な っ て いる 。 ま た 、 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始 3 


E り 、 授業 8 



































応 等 も 課題 と な っ て いる 。 い じ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 
た こと の 解決 に むけ て 、 計 画 的 な 定数 改善 が 必要 で ある 。 















































社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 











寺 数 や 指導 内 容 が # 
加 し て いる 。 日 本 語 指 導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障がい の ある 子ども た ち へ の 対 
移し て いる 。 そう し 






































子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと 
が 憲法 上 の 要請 で ある 。 し か し 、 GDP に 占め る 教育 予算 の 割合 は 、 OBCD 加盟 国 の 中 で 日 














本 は 下位 と な っ て いる 。 ま た 、 三位一体 改革 に より 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割 











合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 





























治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇 


用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 格差 も 生じ て いる 。 








将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 旭 
子ども や 若者 の 学び を 切れ め な く 支 援 し 、 人 材 育 成 ・ 創 出 か ら 雇 





げ る 必要 が ある 。 











よっ て 、 国 に お いて は 、2014 年 度 の 予算 編成 に 向け て 、 











う 強 く 要 望 する 。 
記 


1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 規模 は 、OECD 


環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 





























E 要 で ある 。 


・ 就 業 の 拡大 に つ な 





























トド 記 の 事項 を 実現 され る よ 





諸国 並み の ゆたか な 教育 


2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 


担 割 合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 














以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 識 会 意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 10 月 4 日 
宮 古市 【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 





内 閣 官房 長官 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 ) 


【 件 名 】 地 方 税 財源 の 充実 確保 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 
平成 26 年 度 の 地方 財政 対策 に つい て は 、 政 府 が 財政 健全 化 に 向け た 取り 組み を 進め 























る 中 、 厳 し い 展開 が 予想 され て いる 。 ま た 、 平 成 26 年 度 税制 改正 に つい て は 、 市 町 村 
の 基幹 税目 で ある 固定 資産 税 の 現行 制度 堅持 の ほか 、 自 動車 取得 税 、 自 動車 重量 税 の 取 




































































り 扱い な ど 様 々 な 課題 が 山積 し て いる こと か ら 、 地 方 税 財源 の 充実 確保 を 強く 求め る 。 
(理由 ) 
地方 財政 は 、 社会 保障 関係 費 な どの 財政 需要 の 増加 や 地方 税収 の 低迷 等 に より 、 厳し 









































い 状況 が 続い て いる 。 


こう し た 中 、 基礎 自治 体 で ある 市 が 、 住民 サー ビス や まち づく り を 安定 的 に 行う た め 


























に は 、 地方 税 財源 の 充実 確保 が 不可 欠 で あ る 。 





























よっ て 、 国 に お いて は 、 次 の 事項 を 実現 され る よう 強く 求め る 。 
記 
1 地方 交付 税 の 増額 に よる 一 般 財 源 総 額 の 確保 に つい て 

(1) 地方 単独 事業 を 含め た 社会 保障 関係 費 の 増 な ど 地方 の 財政 需要 を 、 地 方 財政 計 
画 に 的 確 に 反映 する こと に より 、 一 般 財 源 総 額 を 確保 する こと 。 

(2) 特に 地方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 に つい て は 、 本 来 の 役割 で ある 財源 保障 
機能 ・ 財 源 調整 機能 が 適切 に 発揮 され る よう 増額 する こと 。 

(3) 財源 不足 額 に つい て は 、 臨時 財政 対策 債 の 発行 等 に よる こと な く 、 地方 交付 税 
の 法定 率 の 引き 上 げに より 対応 する こと 。 

(4) 依然 と し て 厳し い 地 域 経済 を 活性 化 さ せる 必要 が ある こと か ら 、 地 方 財政 計画 
に お ける 歳出 特別 枠 を 維持 する こと 。 

(5) 地方 公務 員 給 与 の 引き 下げ を 前 提 と し て 、 平 成 25 年 度 の 地方 交付 税 が 削減 さ 
れ た が 、 地 方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 を 国 の 政策 誘導 手段 と し て 用 いる こと 
は 行わ な いこ と 。 

2 地方 税源 の 充実 確保 等 に つい て 

(1) 地方 が 担う 事務 と 責任 に 見 合う 税 財源 配分 を 基本 と し 、 当面 、 国 と 地方 の 税源 
配分 を 「5 : 5」 と する こと 。 そ の 際 、 地 方 消費 税 の 充実 な ど 、 税 源 の 偏在 性 が 
小さ く 、 税 収 が 安定 的 な 地方 税 体系 を 構築 する こと 。 

(2) 個人 住民 税 は 、 そ の 充実 確保 を 図る と と も に 、「 地 域 社 会 の 会 費 」 と いう 基本 
的 な 性 格 を 踏ま え 、 政 策 的 な 税額 控除 を 導入 し な いこ と 。 

(3) 固定 資産 税 は 、 市 町 村 の 基幹 税目 で ある こと か ら 、 そ の 安定 的 確保 を 図る こと 。 
特に 、 償 却 資産 の 根幹 を な し て いる 「 機 械 及び 装置 」 に 対す る 課税 等 に つい て は 、 
現行 制度 を 堅持 する こと 。 

(4) 自動 車 重量 税 及び 自動 車 取 得 税 は 、 代替 財源 を 示さ な い 限 り 、 市 町 村 へ の 財源 
配分 の 仕組 み を 含め 現行 制度 を 堅持 する こと 。 

(5) ゴル フ 場 利用 税 は 、 ゴ ルフ 場所 在 の 市 町 村 に と っ て 貴重 な 税源 と な っ て いる こ 
と か ら 、 現 行 制度 を 堅持 する こと 。 

(6) 地球 温暖 化 対策 に お いて 地方 自治 体 が た 果たし て いる 役割 を 踏ま え 、 地 球 温暖 化 
対策 譲与 税 を 新た に 創設 する な ど 、 地 方 税 財源 を 確保 する 仕組 み を 構築 する こ 
ど 。 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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5 お に 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 、 
ei 

【 件 名 】 JR 山田 線 宮古 ・ 釜 石 間 の 鉄路 に よる 早期 復旧 及び 鉄道 の 災害 復旧 に 係 
る 関係 法令 の 整備 を 求め る 意見 書 





(趣旨 
日 






































) 
本 大 岩 災 で 被災 し た 了 」R 山 田 線 宮 
復旧 に 係る 関係 法 信 の 整備 を 列 く 要望 する 。 

















上 
IN 














間 の 鉄路 に よる 早期 復旧 及び 鉄道 の 災 




























































































J R 山田 線 宮古 ・ 釜 石 間 は 、 東 日 本 大 震 災 に より 、 橋 りょう 、 線 路 、 駅 舎 の 流失 な ど 
約 80 箇所 が 被災 し 、 現 在 、 J R 山田 線 復興 調整 会 議 等 に お いて 、 鉄 道 と 沿線 地域 の 復 
旧 ・ 復 興 に 向け た 協議 を 続け て いる が 、 復興 まち づく り と の 調整 や 復旧 費用 の 負担 な ど 
多く の 課題 が ある 。 

JR 東日本 に よる JR 山田 線 宮古 ・ 釜 石 間 の 復旧 工事 費 の 試算 で は 、 原 状 復 旧 で 約 
140 億 円 、 さ ら に 復興 事業 を 考慮 すれ ば 約 210 億 円 が 必要 と され て いる 。 鉄道 の 災害 復 
旧 に 対す る 国 か ら の 支援 に つい て は 、 鉄道 軌道 整備 法 等 で 規定 され て いる も の の 、JR 
東日本 は 黒字 経営 で やる こと か ら 補 助 対象 外 と な っ て いる 。 

J R 山田 線 宮古 ・ 和 釜 石 間 は 、 現在 も 運休 が 続い て お り 、 通 学 、 通院 等 の 日 常 生活 や 地 
域 間 交 流 な ど に お いて 、 代 奉 交 通 に よる 移動 を 余儀 な くさ れ て いる 。 

彼 災 地 の 一 日 も 早い 復興 の た め 、 地 域 公共 交通 の 主軸 で ある 鉄道 網 の 整備 充実 に 国 が 
一 定 の 責任 を 果たす べき で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、J」 R 山 田 線 宮古 ・ 釜 石 間 を 早期 に 復旧 する た め 、 次 の 事項 を 
実現 する よう 強く 要望 する 。 




































































































































































































































































































































































































































































記 
1 JR 山田 線 宮古 ・ 釜 石 間 の 鉄路 に よる 早期 復旧 を 実現 する た め 、J 東日本 に 対 
する 助言 ・ 指 導 を 強化 する こと 。 
2 東日本 大 震 災 の 被災 規模 、 被災 し た 鉄道 、 沿線 区 間 の 不 採算 性 及び 沿線 自治 体 の 
財政 状況 な ど を 十分 に 考慮 し た うえ で 、 JR 東日本 に 対す る 財政 的 支援 が 可能 と な 
る 関係 法令 の 整備 を 早急 に 行う こと 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 




















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 0 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
厚生 労働 大 臣 、 復 興 大 臣 

【 件 名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 

東日本 大 岩 災 の 被災 者 に 対す る 国民 健康 保険 及び 後期 高齢 者 医療 に お ける 被 保険 者 
の 一 部 負担 金 の 免除 措置 が 、 平成 25 年 12 月 31 日 で 終了 し 、 平成 26 年 1 月 より 通常 の 
負担 が 発生 する こと と な る 。 
未だ に 、 仮設 住宅 で の 生活 を 余儀 な くさ れ て いる 被災 者 も 多い こと か ら 、 生活 再建 の 
途 が つく まで 免除 措置 を 継続 する こと を 求め る 。 
(理由 ) 

岩手 県 内 で は 、 平 成 25 年 6 月 30 日 時 点 で 36, 806 名 の 方 が 仮設 住宅 で の 暮らし を 余 
語 な くさ れ て いる 。 被災 者 の 多く は 、 未だ に 全面 的 な 生活 再建 の 見 通し が 立っ て いな い 
状況 で あり 、 仮設 住宅 な ど 慣 れ な い 環 境 で の 生活 は 、 心身 と も に 大 き な ダ メー ジ を 与え 
て いる 。 ま た 、 住宅 建 築 な ど 生 活 再 建 に は 多大 な 費用 が 掛か る た め 、 被災 者 の 生活 再建 
の 目途 が つく まで は 免除 措置 の 継続 が 必要 と 考え る 。 

岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 者 に 対し て 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 後 ど 
うす る か の 間 い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 と いう 回 答 が 43.6% と な 
っ た 。 ま た 、 平 成 24 年 9 月 に 免除 が 打ち 切ら れ た 国民 健康 保険 及び 後期 高齢 者 医療 以 
外 の 方 の 回 答 で は 「 通 院 回 数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46.49% と な っ た 。 
この 結果 か ら 、 国民 健康 保険 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 同様 の 事態 と な る 
こと が 想定 され る 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 被災 者 の 命 と 健康 を 守る た め 、 次 の 事項 を 実現 され る よう 求 
め る 。 

















































































































































































































































































































































































































































































































記 
1 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 免除 を 継続 する こと 。 また 、 免除 措置 の 継続 に 必要 な 財 
源 は 、 国 の 責任 に お いて 全額 国 負 担 と する こと 。 
2 国民 健康 保険 及び 後期 高齢 者 医療 以外 の 方 の 医療 費 窓口 負担 免除 を 再開 させ る 
こと 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








宮古 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 10 月 4 日 


【 提 
【 件 


(趣旨 ) 
東 











の 


















































(理由 ) 
岩手 県 内 で は 
儀 な くさ れ て お 


























出 先 】 岩手 県 知事 
名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 


日 本 大 震 災 の 被災 者 に 対す る 国民 健康 保険 及び 後期 高齢 者 医療 に 

















お ける 被 保険 者 








部 負担 金 の 免除 措置 が 、 平成 25 年 12 
負担 が 発生 する こ 
末 だ に 、 仮設 住宅 で の 生活 を 余儀 な くさ れ て いる 被災 者 も 多い こと か ら 、 生 ? 
途 が つく まで 免除 措置 を 継続 する こと を 求め る 。 














と と な る 。 








、 平 成 25 年 6 月 
り 、 宮 古市 に お v 

















月 31 日 











で 終了 し 、 平成 26 年 1 月 より 通常 の 











古 再 建 の 


30 日 時 点 で 36, 806 名 の 方 が 仮設 
お いて も 4, 907 名 の 方 が 仮設 住宅 


主 宅 で の 暮らし を 余 
に 入居 され て いる 。 被災 






































者 の 多く は 、 未だ に 全面 的 な 生活 再建 の 見 通し が 立っ て いな い 状 況 で あり 、 仮設 住宅 な 
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な ど 生 活 再建 に 
措置 の 継続 が 必 












































岩手 県 保険 医 協会 が 被災 者 に 対 








うす る か の 問い 
っ た 。 ま た 、 
外 の 方 の 回 答 で ! 








れ な い 環 境 で の 生活 

















こ は 多 大 な 費 / 
要 と 考え る 。 

















は 、 心 身 と も に 大 き な ダ メー ジ を 与え て いる 。 
1 が 掛か る た め 、 和 被災 者 の 生活 























また 、 住宅 建築 
目途 が つく まで は 免除 





























} 建 の 




















し て 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 後 ど 


























に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」 
平成 24 年 9 月 














よ 「 通 











< の 結果 か ら 、 

















こと が 想定 され 
よっ て 、 























と も に 免除 措置 の 継続 に 必要 な 財源 は 、 国 の 責任 
導 的 、 積 極 的 に 

















対す る 要望 活動 


県 に お 


る 。 








“で ば 


被災 者 の 命 と 健康 を 守る た め 、 








な ど を 主 








以上 、 地 方 自 


治 法 第 99 条 の 規 








通院 で き な い 」 と いう 回 答 が 43.6% と な 

















に 免除 が 打ち 切ら れ た 国民 健康 保険 及び 後期 高齢 者 医療 以 
通院 回 数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46. 4% と な っ た 。 
型 民 健康 保険 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 同様 の 事態 と な る 






























































医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 と 
OO 国 に 
取り 組む こと を 求め 




































































定 に より 意見 書 を 提出 する 。 














市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 船渡 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 25 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
総務 大 臣 、 復 興 大 臣 

【 件 名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 









































東日本 大 震 災 に より 被災 され た 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓 口 負 
免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 する こと と な っ て 
す 。 

周 手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 に 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し 











































































































担 の 


いま 





た 後 


どう する か の 問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 43.69% に 上 
り ま し た 。 また 、 社保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、 
「 通 院 回 数 を 減ら し た 」 「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46.49% に な り ま し た 。 この 結果 か ら 、 














































































































国保 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 社 保 同 様 の 事態 と な る こと が 予想 さ 



























































国保 に 関係 な く 長 期 に 渡り 医療 費 を 免除 し て 欲し い 」 な どの 切実 な 声 が 900 以上 も 
られ まし た 。 
に NN 





















































す 。 ま た アン ケー ト の 意見 に は 「 了 臨時 雇用 の 給与 は 低く 免除 を 続け て 欲し い 」「 社 保 ・ 


人 





れ ま 


寄せ 


いま 


す 。 事業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半 ば で す 。 新た な 住宅 建設 に は 多額 の 費用 も か か り 









































ます 。 その よう な 中 で 窓 Me 
ませ ん 。 

















か ね 


つき まし て 国 に お か れ ま し て は 、 被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下記 の 項目 に つい 























て 実現 され ます よう 要請 致し ます 。 


1 国 は 、 被災 され た 方 の 医療 費 窓 口 負担 免 除 を 今後 も 継続 し 、 係 る 費用 の 全額 を 補 


助 し て 下さ い 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 致し ます 。 

















市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 船渡 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 25 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 副 知事 、 岩 手 県 保健 福祉 部 長 、 岩 手 県 総務 部 長 
【 件 名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 

















東日本 大 岩 災 に より 被災 され た 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓口 負担 の 
免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 する こと と な っ て いま 
す 。 

岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 に 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 後 
どう する か の 問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 43.6% に 上 
り ま し た 。 また 、 社保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、 
「 通 院 回 数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46. 4% に な り ま し た 。 この 結果 か ら 、 
私 保 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 社 保 同 様 の 事態 と な る こと が 予想 され ま 
す 。 ま た アン ケー ト の 意見 に は 「 了 臨時 雇用 の 給与 は 低く 免除 を 続け て 欲し い 」「 社 保 ・ 
型 保 に 関係 な く 長 期 に 渡り 医療 費 を 免除 し て 欲し い 」 な どの 切実 な 声 が 900 以上 も 寄せ 
られ まし た 。 
県 内 で は 本 年 6 月 30 日 時 点 で 36,806 名 の 方 が 仮設 住宅 暮らし を 余儀 な くさ れ て いま 
す 。 事業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半 ば で す 。 新た な 住宅 建設 に は 多額 の 費用 も か か り 
ます 。 その よう な 中 で 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 必要 な 受診 が 減少 する こと に も な りか ね 


















































































































































































































































































































































つき まし て 県 に お か れ ま し て は 、 被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下記 の 項目 に つい 
て 実現 きれ ます よ う 5 要請 致し ます 。 

















1 県 は 、 被 災 さ れ た 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 2014 年 1 月 以降 も 継続 し て 下 
さい 。 














以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 致し ます 。 




















市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








北 上 市 





議決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 27 日 


【 提 


【 件 


出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 ) 
名 】 地 方 税 財源 の 充実 確保 を 求め る 意見 書 





現在 、 地 方 財政 は 社会 保障 関係 費 な どの 財政 需要 の 増加 や 地方 税収 の 低迷 な ど に よ 
り 、 厳 し い 状 況 が 続い て いる 。 


ーー 
ュー 




















の よう な 中 、 地方 自治 体 が 市 民 サ ービス や まち づく り を 安定 的 に 行う た め に は 、 地 


























方 税 財源 の 充実 と その 確保 が 不可 欠 な も の と な っ て いる 。 
よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 地方 税 財源 の 確保 と 充実 の た め 、 次 の 事項 
を 実現 する よう 強く 求め る 。 
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地方 交付 税 の 増額 に よる 一 般 財 源 総額 の 確保 に つい て 

(1) 地方 の 財政 需要 を 地方 財政 計画 に 的 確 に 反映 する こと に より 、 一 般 財 源 の 総額 
を 確保 する こと 。 

(2) 「 地 方 交付 税 」 は 、 本 来 の 役割 で ある 財源 保障 機能 や 財源 調整 機能 が 適切 に 発 
揮 さ れる よう 増額 する こと 。 

(3) 財源 不足 額 に つい て は 、 臨時 財政 対策 債 の 発行 な ど に よる こと な く 、「 地 方 交 
付 税 」 の 法定 率 引き 上 げに より 対応 する こと 。 

(4) 地方 財政 計画 に お ける 地域 経済 活性 化 の た め の 歳 出 特別 枠 を 維持 する こと 。 
(5) 地方 公務 員 給 与 の 引き 下げ な ど 、 国 の 政策 誘導 手段 と し て 「 地 方 交付 税 」 を 用 
いる こと は 避け る こと 。 

地方 税源 の 充実 確保 等 に つい て 

(1) 国 と 地方 の 税源 配分 を 「5 : 5」 と し 、 税 源 の 偏在 性 が 小さ く 、 税 収 が 安定 的 
な 地方 税 体系 を 構築 する こと 。 

(2) 「 個 人 市 民 税 」 は 、 そ の 充実 と 確保 を 図り 、 政策 的 な 税額 控除 を 導入 し な いこ 
ど Es 

(3  「 固 定 資産 税 」 は 、 そ の 安定 的 な 確保 を 図り 、 特 に も 償却 資産 の 「 機 械 及び 装 
置 」 に 対す る 課税 等 に つい て は 、 現 行 制度 を 堅持 する こと 。 

(4) 「 自 動車 取得 税 」 及 び 「 自 動車 重量 税 」 は 、 代 替 財 源 を 示さ な い 限 り 、 市 町 村 
へ の 財源 配分 の 仕組 み を 含め 現行 制度 を 堅持 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








釜石 市 





議決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 27 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 ) 

【 件 名 】「 地 方 税 財源 の 充実 確保 」 を 求め る 意見 書 




















地方 財政 は 、 社会 保障 関係 費 な どの 財政 需要 の 増加 や 地方 税収 の 低迷 等 に より 、 厳し 
い 状 況 が 続い て いる 。 
こう し た 中 、 基礎 自治 体 で ある 市 が 、 住民 サー ビス や まち づく り を 安定 的 に 行う た め 
に は 、 地 方 税 財源 の 充実 確保 が 不可 欠 で ある 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 を 実現 され る よう 強く 求め る 。 
記 
1. 地方 交付 税 の 増額 に よる 一 般 財 源 総 額 の 確保 に つい て 
(1) 地方 単独 事業 を 含め た 社会 保障 関係 費 の 増 な ど 地 方 の 財政 需要 を 、 地 方 財政 計 
画 に 的 確 に 反映 する こと に より 、 一 般 財 源 総 額 を 確保 する こと 。 
(2) 特に 地方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 に つい て は 、 本 来 の 役割 で ある 財源 保障 
機能 ・ 財 源 調 整 機能 が 適切 に 発揮 され る よう 増額 する こと 。 
(3) 財源 不足 額 に つい て は 、 臨時 財政 対策 債 の 発行 等 に よる こと な く 、 地方 交付 税 
の 法定 率 の 引き 上 げに より 対応 する こと 。 
(4) 依然 と し て 厳し い 地 域 経済 を 活性 化 さ せる 必要 が ある こと か ら 、 地 方 財政 計画 
に お ける 歳出 特別 枠 を 維持 する こと 。 
(5) 地方 公務 員 給 与 の 引下げ を 前 提 と し て 、 平 成 25 年 度 の 地方 交付 税 が 削減 され 
た が 、 地 方 の 固有 財源 で ある 地方 交付 税 を 国 の 政策 誘導 手段 と し て 用 いる こと 
は 、 避 ける こと 。 
2. 地方 税 財源 の 充実 確保 等 に つい て 
(1) 地方 が 担う 事務 と 責任 に 見 合う 税 財源 配分 を 基本 と し 、 当面 、 国 と 地方 の 税源 
配分 を 「5 : 5」 と する こと 。 
その 際 、 地方 消費 税 の 充実 な ど 、 税源 の 偏在 性 が 小さ く 、 税 収 が 安定 的 な 地方 
税 体系 を 構築 する こと 。 
(2) 個人 住民 税 は 、 そ の 充実 確保 を 図る と と も に 、「 地 域 社会 の 会 費 」 と いう 基本 
的 な 性 格 を 踏ま え 、 政 策 的 な 税額 控除 を 導入 し な いこ と 。 
(3) 固定 資産 税 は 、 市 町 村 の 基幹 税 上 月 で ある こと か ら 、 そ の 安定 的 確保 を 図る こと 。 
特に 、 償却 資産 の 根幹 を な し て いる 「 機 械 及び 装置 」 に 対す る 課税 等 に つい て 
は 、 現 行 制度 を 堅持 する こと 。 
(4) 法人 住民 税 は 、 均 等 割 の 税率 を 引き 上 げ る こと 。 
(5) 自動 車 重量 税 及 び 自 動車 取得 税 は 、 代替 財源 を 示さ な い 限 り 、 市 町 村 へ の 財源 
配分 の 仕組 み を 含め 現行 制度 を 堅持 する こと 。 
(6) ゴル フ 場 利用 税 は 、 ゴ ルフ 場所 在 の 市 町 村 に と っ て 貴重 な 税源 と な っ て いる こ 
と か ら 、 現 行 制度 を 堅持 する こと 。 
(7) 地球 温暖 化 対策 に お いて 地方 自治 体 だ 果たし て いる 役割 を 踏ま え 、 地 球 温暖 化 
対策 譲与 税 を 新た に 創設 する な ど 、 地 方 税 財源 を 確保 する 仕組 み を 構築 する こ 
と 。 








































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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八幡 平 市 








【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 13 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 








た 翼 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳し い 環境 に お か れ て お り 、 保護 者 の 学費 負担 は 家計 
を 大 きく 圧迫 し て いる 。 また 、 生徒 一 人 当たり に 支出 され る 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 
低い こと が 、 私 学 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いる 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教育 条件 の 維持 、 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と 
も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 
充実 が 求め られ て いる 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 下記 事 
項 を 要望 する 。 


教育 の 一 翼 を 担い 、 学 校 教 育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いる 。 
を 















































































































































記 
過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 を さら に 充実 する 
こと 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 13 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 
経済 産業 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 

【 件 名 】 地 方 の 地球 温暖 化 対策 に 関す る 地方 財源 の 確保 の た め の 意 見 書 





計 





球 温暖 化 防止 の た め の 温 室 効果 ガス の 削減 は 、 我 が 国 の みな ら ず 地球 規模 の 重要 か 
つ 喫 緊 の 課題 と な っ て お り 、 森 林 の も つ 地 球 温 暖 化 の 防止 や 国土 の 保全 、 水 資源 の 光 養 、 
自然 環境 の 保持 な ど 「 森 林 の 公益 的 機能 」 に 対す る 国民 の 関心 と 期待 は 大 きく な っ て い 
る 。 

この よう な 中 、「 地 球 温暖 化 対策 の た め の 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 措置 」 が 平成 24 
年 10 月 に 導入 され た が 、 使 途 は 、CO2 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 、 森 林 吸 収 源 
対策 及び 地球 温暖 化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 的 な 検討 を 
行う 」 と の 方 針 に 止ま っ て いる 。 

も と より 、 地 球 温暖 化 防 止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 森 林 の 整備 ・ 保 全 等 の 
森林 吸収 源 対策 や 豊富 な 自然 環境 が 生み 出す 再生 可能 エネ ルギー の 活用 な どの 取り 組 
み を 、 山 村 地 域 の 市 町 村 が 主体 的 ・ 総 合 的 に 実施 する こと が 不可 欠 で ある 。 

し か し な が ら 、 こ れ ら 市 町 村 で は 、 木 材 価格 の 暴落 ・ 低 迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 委 
継 者 不足 な ど 茂 し い 情 勢 に あり 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 自然 災害 等 の 田 威 に 
国民 の 生命 財産 が 脅かさ れ と いっ た 事態 が 生じ て いる 。 

これ を 再生 させ る と 共に 、 森 林 吸 収 源 対策 な どの 地球 温暖 化 対策 に 取り 組む た め の 恒 
久 的 ・ 安 定 的 な 財源 確保 を 講ず る こと が 急務 で ある 。 

よっ て 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 

記 
自然 災害 な どの 下 威 か ら 国 民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 

的 な 強化 を 図る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 源 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 の 

整備 ・ 保 全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 」 に よる 

税収 の 一 定 割合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 市 町 村 に 譲与 する 仕組 み の 構 築 を 強く 求め る 











































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 


【 件 名 】 東 日 本 大 震 災 の 被災 者 の 国民 健康 保険 、 後 期 高 齢 者 医療 保険 の 一 部 負担 


金 及 び 介 護 保険 の 利用 














東日本 大 震 災 の 被災 者 の 国民 健康 
医療 費 及 び 利 用 料 の 全額 免除 制度 が 
の 枠 内 で 免除 費用 の 最大 8 割 補助 に 
これ を 受け 、 岩 手 県 は 、 市 町 村 の 

































































料 等 の 支援 制度 の 継続 を 求め る 意見 書 



































保険 、 後 期 高齢 者 医療 保険 及び 介護 保険 の 保険 料 、 
昨年 9 月 で 打ち 切ら れ 、 以来 、 国 の 既存 の 災害 減免 
切り 替え られ ま し た 。 

負担 が 1 割 で 済む よう に 財政 文 援 を 行っ て いま す 。 



























































その 結果 、 国民 健康 保険 で は 全市 町 村 が 被災 者 の 負担 免除 を 行い 、 また 、 多く の 市 町 村 














で 介護 保険 の 一 部 負担 金 の 免除 が 実 7 
この こと は 、 和 被災 者 を 励ま し 、 生 
し か し 、 被災 者 の 住宅 再建 や ふる 
過 し た 今 、 お お き な 改 善 を みる に い 

































































施さ れ て きま し た 。 

活 支援 に 大 きく 寄与 し て きま し た 。 
さき と へ の 復帰 の 状況 を みる と き 、 被 災後 2 年 余 を 経 
た っ て お り ま せん 。 









































今後 と も 、 被災 者 の 健康 を 維持 し 病状 の 悪化 を 予防 する た め に 、 そ し て 、 被災 者 が 自 
立 し た 生活 が 送る こと が で きる まで 、 
































及び 介護 保険 の 利用 料 の 免除 制度 を 
つき まし て は 、 被 炎 さ れ た 方 の 命 
られ る よう 強く 要望 いた し ます 。 



































国民 健康 保険 、 後期 高齢 者 医療 保険 の 一 部 負担 金 
継続 すべ き で す 。 
と 健康 を 守る た め 、 下 記 の 項目 に つい て 対策 を 講じ 












































記 


1 2013 年 12 月 まで と な っ て いる 被災 者 の 国民 健康 保険 、 後 期 高齢 者 医療 保険 の 


ー 部 負担 金 及 び 介 護 保険 の 利用 





以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 





料 の 財政 支援 制度 を 継続 する こと 。 

















より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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奥 州 市 








【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 26 日 


【 提 


【 件 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


文部 科学 大 臣 、 岩 手 県 知事 


名 】 私 学 教育 の 充実 と 発展 を 求め る 意見 書 





私 立 学 校 は 、 公 教育 の の 一翼 を 担い 、 学 校 教育 の 充実 と 発展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 少子 化 な ど に より 私 立 学校 の 経営 基盤 は 厳し い 環 境 に 置か れ て お り 、 私 立 学校 





に 通わ せる 





















































護 者 の 学費 負担 は 家計 を 大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生徒 一 人 当たり に 




















か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い こと が 、 私 立 学校 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な 


い 大 き な 要 


こう し た 状況 の 
も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 の た め 、 運営 費 を は 


求め られ て 
よっ て 、 


望 い た し ま 





以上 、 地 方 自 








ます 





因 と な っ て い 3 





で 、 教育 条 人 









































E の 維持 、 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と 


























じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 が 











いま す 。 



































す 5 








到 及 び 県 に お いて は 、 
域 の 私 立 高等 学校 へ の 特別 助成 の # 


治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 


























この よう な 私 学 教育 を 取り 巻く 現状 を 考慮 し 、 過疎 地 
額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 され る よう 強く 要 


















































"A 
Oo 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 26 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定数 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 2 分 の 1 
復元 を 求め る 意見 書 


uu 
pr 


35 人 学級 の 拡 去 に つい て は 予算 措置 が され て お ら ず 、 小 学校 1 年 生 、 2 年 生 に 留 ま 
っ て お り ま す 。 
日 本 は OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 一 人 あたり の 児童 生 和 
数 が 多く な っ て お り 、 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 学級 規模 を 更 
に 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学 級 編成 及び 教職 員 定数 
の 在り 方 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 小 中 学 校 の 望ま し い 学 級 規 模 と 
し て 26 人 か ら 30 人 を あげ て お り 、 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか 
で す 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 、 学 校 は 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細やか な 対応 が 必 
要 と な っ て いま す 。 また 、 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま っ た こと に よる 授業 時 数 
の 増加 や 指導 内 容 の 増加 に 加え 、 日 本 語 指導 な ど 特 別 な 支援 を 必要 と する 子ども た ちの 
増加 や 障がい の ある 児童 生徒 へ の 対応 等 が 課題 と な っ て お り 、 い じ め や や 不 癌 校 等 生徒 指 
導 の 課題 も 深刻 化し て いま す 。 こう し た こと の 解決 に 向け て 、 計画 的 な 定数 改善 が 必要 
と 思わ れ ま す 。 

一 方 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 機会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る 
Me 法 に 教育 を 受け る 権利 が 定め られ て お り ま す が 、 三位一体 改革 に より 義務 教育 
費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た こと に より 、 
ヨ 治 体 財政 が 圧迫 され 、 教 育 条 件 の 格差 が 生じ し る こと が 懸念 され て いま す 。 
よっ て 、 将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づつ くり に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 
で ある こと か ら 、 平 成 26 年 度 の 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 強く 
要望 いた し ます 。 
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記 
1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 規模 は 、0ECD 諸国 並み の 豊か な 教育 環 
境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 揚 
割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 





た 
O 




















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





替 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 教育 の 充実 ・ 発 展 を 求め る 意見 書 


私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳し い 環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 
を 大 きく 圧迫 し て いま す 。 

また 、 生徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い こと が 、 私 立 学校 
の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 


こう し た 状況 の 中 で 、 教育 条件 の 維持 、 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と 
も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 
充実 が 求め られ て いま す 。 


よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と 
お り 要 望 い た し ます 。 

























































































































































































記 
1 私 立 高校 に 対す る 私 学 助成 金 を 更に 充実 させ る こと を 求め ます 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 

















市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








雷 石町 





【 議 決 年 月 日 】 


【 提 出 


【 件 














~~ 





先 】 衆議院 議長 、 


平成 25 年 9 月 20 日 


参議 院 』 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財務 大 臣 、 総務 大 臣 、 


農林 水産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 


名 


に 


意見 書 


「 森 林 吸 収 源 対策 及び 地球 温暖 化 対 策 に 関す る 地方 の 財源 確保 」 の た め の 


地球 温暖 化 防 止 の た め の 温 室 効 果 ガ ス の 削減 は 、 我 が 国 の みな ら ず 地球 規模 の 重要 か 
つ 喫 忠 の 課題 と な っ て お り 、 森 林 の も つ 地 球 温暖 化 の 防止 や 国土 の 保全 、 水 質 源 の 光 養 、 





然 環境 の 保持 な ど 


の 





に Sg 
た も の (第 1 約束 期間 に 
























































「 森 林 の 公益 的 機能 」 に 対す る 国民 の 関心 と 期待 は 大 きく な っ て い 
































収量 で 確保 ) と 同等 以上 の 


レッ 


カ 


森林 吸収 源 対策 及び 地球 温暖 化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 
的 な 検討 を 行う 」 と の 方 針 に 
より 、 地球 温暖 化 防止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 森 林 の 整備 ・ 保 全 等 の 
森林 吸収 源 対策 や 豊富 な 自 














この 
平成 





も と 


み を 、 


後継 者 不足 な ど 厳 し い 情勢 


に 


の 1 


し か 











吾 民 





























24 年 10 月 に 導入 さ 

















山村 地域 の 市 町 村 が 
し な が ら 、 こ れ ら の 








の 生命 財産 が 田 か さ 











これ 





旧 久 的 ・ 安 定 的 な 財産 確 
よっ て 、 下 記事 項 の 実現 











を 再生 させ る こと と 





























よう な 経緯 も 踏ま え 、 








我が国 は 、 平 成 25 年 度 以降 に お いて も 、 京 都議 定 書 目標 達成 計画 に 掲げ られ 
お ける 温室 効果 ガス 排出 削減 義務 6 9% の うち 、3.89% を 森林 吸 






































取り 組み を 推進 する こと と し て いま す 。 
「 地 球 温暖 化 対 策 の た め の 石 油 石 炭 税 の 税率 の 特例 措置 」 
れ ま し た が 、 使 途 は 、CO 2 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 、 



























































止ま っ て いま す 。 

































































A dn tine nt 
主体 的 ・ 総 合 的 に 実施 する こと が 不可 欠 で あり ます 。 
市 町 村 で は 、 木 材 価格 の 横 落 ・ 低 迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 
こ あ り 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 自然 災害 等 の 間 威 
れる と いっ た 事態 が 生じ て いま す 。 
共に 、 森 林 吸 収 源 対策 な どの 地球 温暖 化 対 策 に 取り 組む た め 
E 保 を 講ず る こと が 急務 で あり ます 。 
を 強く 求め る も の で す 。 

記 

















































































































自然 災害 な どの 脅 威 か ら 国 民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 
的 な 強化 を は か る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 源 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 
の 整備 ・ 保 全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 」 に よ 
る 税収 の 一 定 割合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 譲与 する 仕組 み の 構 築 を 強く 求め ます 。 


以上 、 




















地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 














市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








葛巻 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 17 日 


【 


【 


提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 a 総務 大 臣 、 貞本 
経済 産業 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 

件 ID 
意見 書 


地球 温暖 化 防 止 の た め の 温 室 効 果 ガ ス の 削減 は 、 我 が 国 の みな ら ず 地球 規模 の 重要 か 


つ 喫 緊 の 課題 と 




















る 。 





























な っ て お り 、 森 林 の も つ 地 球 温暖 化 の 防止 や 国土 の 保全 、 水 資源 の 漁 養 、 



































自然 環境 の 保持 な ど 「 森 林 の 公益 的 機能 」 に 対す る 国民 の 関心 と 期待 は 大 きく な っ て い 

















また 、 我 が 国 は 











平成 25 年 度 以降 に お いて も 、 京 都議 定 書 目標 達成 計画 に 掲げ られ 


















































た も の (第 1 約束 期間 に お ける 温室 効果 ガス 排出 削減 義務 6 %% の うち 、3.8% を 森林 吸 


収量 で 確保 ) と 
この よう な 経 
平成 24 年 10 




















レッ 


カ 








同等 以上 の 取り 組み を 推進 する こと と し て いる 。 
E 緯 も 踏ま ほえ 、「 地 球 温暖 化 対 策 の た め の 石 油 石 炭 税 の 税率 の 特例 措置 」 
月 に 導入 され た が 、 使途 は 、CO 2 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 、 森 

































































林 吸 収 源 対 策 及 び 地 球 温 暖 化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 的 


な 検討 を 行う 」 











と の 方 針 に 止ま っ て いる 。 











も と より 、 地球 温暖 化 防止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 森 林 の 整備 ・ 保 全 等 の 
eC A ON MA 


み を 、 山 村 地 域 の 市 町 村 が 主体 的 ・ 総 合 的 に 実施 する こと が 不可 欠 で ある 。 
し か し な が ら 、 


継 者 不足 な ど 
































これ を 再生 さ 



































































































































これ ら 市 町 村 で は 、 木 材 価格 の 竣 落 ・ 低 迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 委 
\ 








厳し い 情勢 に あり 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 自然 災害 等 の 脅威 に 
所 NM と いっ た 事態 が 生じ て いる 。 



































せる こと と 共に 、 森 林 吸 収 源 対策 な どの 地球 温暖 化 対策 に 取り 組む た め 











の 恒久 的 ・ 安 定 的 な 財源 確 ee と が 急務 で ある 。 
よっ て 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る も の で ある 





自然 災害 な 
的 な 強化 を 図 














記 
どの 脅威 か ら 国 民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 
刀 る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 湖 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 の 


整備 ・ 保 全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 」 に よる 


税収 の 一 定 割 


以上 、 地 方 自 





合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 譲与 する 仕組 み の 構 築 を 強く 求め る 。 

















治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 




















市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





葛巻 町 


力 を 高め る こと が 、 
て いる 。 
よっ て 、 我 々 葛巻 町 議会 は 、 道 州 





CN 
【 提 出 先 】 衆 衆 議院 議長 、 参 参議 院 
大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣法 第 9 
総務 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 ( 地 方 分 権 改 革 ) 


条 の 第 一 』 


【 件 名 】 道 市 導入 に 断固 反対 する 意見 書 


我々 町 村 議 会 は 
























































全国 町 村 議 会 議長 会 が 「 町 村 や や 国民 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 


























し か し な が ら 、 与党 に お いて は 、 
然 と し て み ら れ 、 ま た 、 
本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提 












































これ ら の 法案 
た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 
村 に お いて は 、 事実 上 の 合併 を 余 











平成 20 年 以来 、 町 村 議 会 議長 全国 
「 住 民 目 治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ 

































































お いて 、 そ の 総意 に 
と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 、 
に 対し て 丁寧 な 説明 









































指す 法案 の 国会 へ の 提 











は 、 道 州 制 導 入 後 の 医 











権限 の 受け 


















































義 な くさ れる お それ が 高い うえ 、: 











され た 「 基 礎 自 治 体 」 は 、 現在 の 市 ! 








に 遠く な り 、 住 
町 村 は 
文化 を 守り 、 
































伝統 ・ 4 然 を 活か し た 











「 村 や 都 道 府 県 に 
民 自 治 が 衰退 し て し ま 2 
、 こ れ ま で 国民 の 生活 を 文 え る た め 、 食 料 供給 、 水 源 潤 養 
地場 産業 を 創出 し 、 人 











り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 
郷土 意識 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 


\。 多様 な EE 






































到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は な 











以上 、 地 方 自治 法 第 























真琴 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 
る 。」 と する 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら !【 
こと 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 


遺 翌 で あ 
、7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 しない 
に 対し 、 要 請 し て きた と ころ で ある 。 

道 州 制 導入 を 
野党 の 一 部 に お いて は 、 既に 「 道 州 制 へ の 移行 の た め の 改 革 基 
出し 、 衆議院 内 闘 委員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 


な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動き を みせ て いる 。 


の 具体 的 な か かたち を 示さ な いま ま 、 期限 を 区 切っ 
と いう 名 目 の も と 、 ほとん どの 町 


出 の 動き が 依 


順位 指定 


























、 国 土 保全 
民 と と も に 個性 ある 3 





還 ! 














道 州 は も と より 再編 
E べ 、 住 民 と 行政 と の 距離 が 格段 
こと は 明らか で ある 。 

















に 努め 、 




















効率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 























治 体 の 存在 を 











前 の 導入 に 断固 反対 する 。 














99 条 の 規定 に よ 








認め 、 個々 の 自治 体 の 活 
ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 


E ち づく 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








岩手 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 


【 提 
【 件 




















本 県 の 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 
口 で いっ た ん 法定 の 





診 し た 際 に 窓 
い 戻 され る 。 


一 方 、 現 物 給付 に よる 方 法 は 、 
は 本 県 以外 の 全 














東北 で 
府県 が 過 
患者 に 














は 償 選 払い で ある 。 制 


部 負担 金 

































































医療 機関 窓 


















































て の 県 で 導入 され て お り 





半数 と な っ て いる 。 


度 の 対象 者 は 、 
支払 い 、 負 担 上 限 額 を 』 


出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 保健 福祉 部 長 、 岩 手 県 総務 部 長 
名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 


医療 機関 を 受 
けが 後日 払 























尼 え た 分 





に お いて 負担 上 限 額 ま で の 支払 いで 済み 、 
、 全 国 で も 現物 給付 


を 導入 し て いる 都 道 








と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負担 上 限 額 分 の 医療 費 を 























] 意 し て お け ば 、 それ 











以上 の 支払 い が 不 要 な こと で ある 。 1 


治療 に つなげ る こと が で きる 。 ま た 、 債 本 
の 手続 き が 不要 で 、 市 町 村 に と っ て は 
医療 機関 に と っ て は ョ 





、 医 療 費 助成 給付 

















以上 の 点 か ら 、 県 














民 の 健康 増進 及び 早期 発見 と 早期 治療 に 























支 病 の 早期 発見 と 早期 

















受け る た め に 必要 な 


























の 確認 と 










































































よる 











記 の 項目 の 早期 実現 を 強く 要望 する 。 





1 県 の 医療 費 助成 制度 に お いて 現物 給付 を 導入 する こと 。 





以上 、 地 方 自治 法 第 




















99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


医療 費 助 成 給 付 申 請書 
係る 事務 作業 や や 振込 手数 料 が 不要 と な 
レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 と な る 。 
































重症 化 防 止 の た め 、 下 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








岩 手 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 
経済 産業 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】「 森 林 吸 収 源 対 策 及 び 地球 温暖 化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確 保 」 の た め の 


意見 書 





地球 温暖 化 防止 の た め の 温 室 効 果 ガ ス の 削減 は 、 我 が 国 の みな ら ず 地球 規模 の 重要 か 
つ 喫 監 の 課題 と な っ て お り 、 森 林 の も つ 地 球 温 暖 化 の 防止 や 国土 の 保全 、 水 資源 の 潤 養 、 
然 環境 の 保持 な ど 「 森 林 の 公益 的 機能 」 に 対す る 国民 の 関心 と 期待 は 大 きく な っ て い 
56 

また 、 わ が 国 は 、 平 成 25 年 度 以降 に お いて も 、 京 都議 定 書 目標 達成 計画 に 掲げ られ 
た も の (第 1 約束 期間 に お ける 温室 効果 ガス 排出 削減 義務 6 % の うち 、3.8% を 森林 吸 
収量 で 確保 ) と 同等 以上 の 取組 み を 推進 する こと と し て いる 。 

この よう な 経緯 も 踏ま る そ 、「 地 球 温暖 化 対策 の た め の 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 措置 」 
が 平成 24 年 10 月 に 導入 され た が 、 使 途 は 、 二 酸化 炭素 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 、 
森林 吸収 源 対 策 及び 地球 温暖 化 対 策 に 関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 
的 な 検討 を 行う 」 と の 方 針 に 止ま っ て いる 。 

も と より 、 地 球 温暖 化 防 止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 森 林 の 整備 ・ 保 全 等 の 
森林 吸収 源 対策 や 豊富 な 自然 環境 が 生み 出す 再生 可能 エネ ルギー の 活用 な どの 取り 組 
み を 、 山 村 地 域 の 市 町 村 が 主体 的 ・ 総 合 的 に 実施 する こと が 不可 欠 で ある 。 
し か し な が ら 、 こ れ ら 市 町 村 で は 、 木 材 価格 の 暴落 ・ 低 迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 委 
継 者 不足 な ど 茂 し い 情 勢 に あり 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 自然 災害 等 の 田 威 に 
国民 の 生命 財産 が 脅かさ れる と いっ た 事態 が 生じ て いる 。 

これ を 再生 させ る こと と 共に 、 森 林 吸 収 源 対 策 な どの 地球 温暖 化 対策 に 取組 むための 
恒 入 的 ・ 安 定 的 な 財源 確保 を 講ず る こと が 急務 で ある 。 

よっ て 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 

記 
自然 災害 な どの 脅威 か ら 国民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 

的 な 強化 を は か る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 源 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 

の 整備 ・ 保 全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 」 に よ 

る 税収 の 一 定 割合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 譲与 する 仕組 み の 構築 を 強く 求め る 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








岩 手 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 ine 内 閣 官房 長官 
総務 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 

【 件 所 





我々 町 村 議 会 は 、 平成 20 年 以来 、 町 村 議 会 議長 全国 大 会 に お いて 、 そ の 総意 に より 、 
「 住 民 自 治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 、 
全国 町 村 議 会 議長 会 が 「 町 村 や 国民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真 款 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 貴 居 で あ 

る 。」 と する 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 、7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 し な い 
こと 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 、 要 請 し て きた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 与 常に お いて は 、 道 州 制 導 入 を 目指 す 法案 の 国会 へ の 提出 の 動き が 依 
然 と し て み ら れ 、 ま た 、 野 党 の 一 部 に お いて は 、 既 に 「 道 州 制 へ の 移行 の た め の 改革 基 
本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提出 し 、 衆 議院 内 閣 委 員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 
な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動き を みせ て いる 。 

これ ら の 法案 は 、 道 州 制 導 入 後 の 国 の 具体 的 な か た ちら を 示さ な いま ま 、 期 限 を 区 切っ 
た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 事務 権限 の 受け 皿 と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 
村 に お いて は 、 事実 上 の 合併 を 余儀 な くさ れる お それ が 高い うえ 、 道 州 は も と より 再編 
され た 「 基 礎 自治 体 」 は 、 現在 の 市 町 村 や や 都 道府県 に 比べ 、 住民 と 行政 と の 距離 が 格段 に 
遠く な り 、 住 民 自 治 が 衰退 し て し まう こと は 明らか で ある 。 

町 村 は 、 こ れ ま で 国民 の 生活 を 支え る た め 、 食 料 供給 、 水 源 滴 養 、 国 土 保全 に 努め 、 
伝統 ・ 文 化 を 守り 、 自 然 を 活か し た 地場 産業 を 創出 し 、 住民 と と も に 個性 ある まち づく 
り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 効 率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
郷土 意識 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は な い 。 多様 な 自治 体 の 存在 を 認め 、 個々 の 自治 体 の 活 
力 を 高め る こと が 、 ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 

て いる 。 

よっ て 、 我 々 岩手 町 議会 は 、 道 州 制 の 導入 に 断固 反対 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








西 和 人 賀 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣法 第 9 条 の 第 一 順位 指定 
大 臣 ( 副 総理 ) 、 内 韻 定 房 長官 、 総 務 大 正 

【 件 名 】 道 州 制 導 入 に 断固 反対 する 意見 書 








我々 町 村 議 会 は 、 平成 20 年 以来 、 町 村 議会 議長 全国 大 会 に お いて 、 そ の 総意 に より 、 
「 住 民 自 治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 、 
全国 町 村 議 会 議長 会 が 「 町 村 や 国民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真 款 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 居 で あ 

る 。」 と する 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 、7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 し な い 
こと 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 、 要 請 し て きた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 与党 に お いて は 、 道 州 制 導 入 を 目指 す 法案 の 国会 へ の 提出 の 動き が 依 
RE FR の SC ENO の 区 
本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提出 し 、 衆 議院 内 閣 委 員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 
な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動き を みせ て いる 。 

これ ら の 法案 は 、 道 州 制 導 入 後 の 国 の 具体 的 な か た ち を 示さ な いま ま 、 期限 を 区 切っ 
た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 事務 権限 の 受け 皿 と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 
村 に お いて は 、 事実 上 の 合併 を 余儀 な くさ れる お それ が 高い うえ 、 道 州 は も と より 再編 
され た 「! 基 礎 自治 体 」 は 、 現在 の 市 町 村 や 都 道 府 県 に 比べ 、 住民 と 行政 と の 距離 が 格段 に 
遠く な り 、 住 民 自 治 が 衰退 し て し まう こと は 明らか で ある 。 

町 村 は 、 こ れ ま で 国民 の 生活 を 支え る た め 、 食 料 供給 、 水 源 滴 養 、 国 土 保全 に 努め 、 
伝統 ・ 文 化 を 守り 、 自 然 を 活か し た 地場 産業 を 創出 し 、 住民 と と も に 個性 ある まち づく 
り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 効 率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
郷土 意識 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は な い 。 多様 な 自治 体 の 存在 を 認め 、 個々 の 自治 体 の 活 
力 を 高め る こと が 、 ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 
て いる 。 

よっ て 、 我 々 西 和 人 賀 町 議会 は 、 道 州 制 の 導入 に 断固 反対 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








西 和 人 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 
【 提 出 先 】 


【 件 名 


に 


地球 温暖 化 
つ 喫 忠 の 課題 
H 然 環境 の 保 
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また 、 わ が 
た も の (第 1 
収量 で 確保 ) 



































平成 25 年 9 月 20 日 

衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 

農林 水産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 

「 森 林 吸 収 源 対策 及び 地球 温暖 化 対 策 に 関す る 地方 の 財源 確保 」 の た め の 


意見 書 





防止 の た め の 温 室 効果 ガス の 削減 は 、 我 が 国 の みな ら ず 地球 規模 の 重要 か 
と な っ て お り 、 森 林 の も つつ 地球 温暖 化 の 防止 や 国土 の 保全 、 水 資源 の 滴 養 、 
持 な ど 「 森 林 の 公益 的 機能 」 に 対す る 国民 の 関心 と 期待 は 大 きく な っ て い 






















































































国 は 、 平 成 25 年 度 以降 に お いて も 、 京 都議 定 書 目標 達成 計画 に 揚げ られ 
約束 期間 に お ける 温室 効果 ガス 排出 削減 義務 6 9% の うち 、3.8% を 森林 吸 
と 同等 以上 の 取組 み を 推進 する こと と し て いる 。 












































この よう な 


レッ 


ヵ 
林 天 収 源 対策 
な 検討 行う 














経緯 も 踏ま ほえ 、「 地 球 温暖 化 対 策 の た め の 石 油 石 炭 税 の 税率 の 特例 措置 」 
































平成 24 年 10 月 に 導入 され た が 、 使途 は 、CO 2 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 、 森 























及び 地球 温暖 化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 的 
] と の 方 針 に 止ま っ て いる 。 











も と より 、 地球 温暖 化 防 止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 森 林 の 整備 ・ 保 全 等 の 
森林 吸収 源 対策 や 豊富 な 自然 環境 が 生み 出す 再生 可能 エネ ルギー の 活用 な どの 取り 組 


み を 、 山 村 地 

し か し な が 
継 者 不足 な ど 
国民 の 生命 財 

























































































域 の 市 町 村 が 主体 的 ・ 総 合 的 に 実施 する こと が 不可 欠 で ある 。 
ら 、 こ れ ら 市 町 村 で は 、 木 材 価格 の 革 落 ・ 低 迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 委 
厳し い 情勢 に あり 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 自然 災害 等 の 韻 威 に 
産 が 田 か され る と いっ た 事態 が 生じ て いる 。 






















































































これ を 再生 
恒久 的 ・ 安 定 
よっ つ で 、 下 











自然 災害 
的 な 強化 を 
の 整備 ・ 保 
る 税収 の 一 


以上 、 地 方 


























させ る こと と 共に 、 森 林 吸 収 源 対策 な どの 地球 温暖 化 対 策 に 取組 むための 
的 な 財源 確保 を 講ず る こと が 急務 で ある 。 
記事 項 の 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 

記 
な どの 奮 威 か ら 国 民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 
は か る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 源 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 
全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石 炭 税 の 税率 の 特例 」 に よ 
定 割合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 譲与 する 仕組 み の 構 築 を 強く 求め る 。 






































自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 














市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





西 和 人 賀 町 








【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 


岩手 県 知事 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 に つい て の 意見 書 


私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 






































現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 しい 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 
を 大 きく 圧迫 し て いま す 。 また 、 生徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ 


















































て 低い こと が 、 教 育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
































刻 る と と 








こう し た 状況 の 中 で 、 教育 条件 の 維持 、 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 



































も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 





充実 が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 この よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よ 
お り 要 望 い た し ます 。 




















う 次 の と 


過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 求め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こ 


と を 求め ます 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





平泉 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 











































































































【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣法 第 9 条 の 第 一 順位 指定 
大 臣 ( 副 総理 ) 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 ・ 内 導 府 担当 特命 ぉ 大 臣 (地方 分 権 
改革 ) ・ 道 州 制 担当 

【 件 名 】 道 州 制 導 入 に 断固 反対 する 意見 書 

我々 町 村 議会 は 、 平成 20 年 以来 、 町 村 議 会 議長 全国 大 会 に お いて 、 そ の 総意 に より 
「 住 民 自 治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 
全国 町 村 議 会 議長 会 が 「 町 村 や 国民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真 琶 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 案 が 提 











る 。」 と する 
こと 。」 と する 要望 





し か し な が ら 、 与党 





然 と し て み ら れ 、 
本 法案 」 を 第 183 回 


を 決定 














国会 へ 提 





な ど 、 我 々 の 要請 を 逢 


これ ら の 法案 ( 


























緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 、 
し 、 政 府 ・ 国 会 
に お いて は 、 
また 、 





E 視 する か の 動 
ま 、 道 州 制 導入 後 の 国 


た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 


村 に 
され た 「 基 礎 自 
に 遠く な り 、 住 
町 村 ? 

















民 自 





治 体 」 は 


よ 、 こ れ ま で 国 



































出さ れ よ うと し て いる こと は 誠に 遺 翌 で あ 
7 月 18 日 に は 
に 対し 、 要 請 Sb ろ る で ある 。 








、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 し な い 











道 州 制 導 入 を 














野党 の 一 部 に お いて は 、 既に 




















事務 権限 の 受け 





お いて は 、 事実 上 の 合併 を 余儀 な くさ れる お それ が 高 





治 が 衰退 























文化 を 守り 、 


伝統 ・ 


り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 
ほ ま 視 し て つく り 上 げ る 大 た 
治 体 と 呼べ る も の で は な 





























郷土 意識 を 
到底 地方 自 
力 を 高め る こと が 、 
て いる 。 




















、 現 有 


E の 市 8 





で 








まこ と ど と 
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i 場 産業 を 創 H 




















552 我々 平泉 上 








以上 、 地 方 自治 法 第 





「 議 会 は 、 





道 


99 条 の 規定 に よ 


「 村 や 都 道 府 県 に 
は 明らか で ある 。 
民 の 生活 を 支え る た め 、 食 料 供給 、 


H 然 を 活か し た } し 。 


指す 法案 の 国会 へ の 提 


「 道 州 邊 





出 の 動き が 依 
1 へ の 移行 の た め の 改 革 基 








出し 、 衆議院 内 闘 委員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 
き を みせ て いる 。 
の 具体 的 な か 




















た ち を 示さ な いま ま 、 期 限 を 区 切っ 
II と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 

州 は も と より 再編 
E べ 、 住 民 と 行政 と の 距離 が 格段 





























いう え 、 道 








水源 滴 養 、 国 土 保全 に 努め 、 
住民 と と も に 個性 ある まち づく 























軸 模 な 団体 は 、 
\。 多様 な EE 


























| 





制 の 導入 に 断固 




















効率 性 や 経 


治 体 の 存在 を 誰 誰 め 、 個 
ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 


り 意 見 書 を 提出 しま 





済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
住民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
々 の 自治 体 の 活 











反対 する 。 





す 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








住 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 26 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 

農林 水産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 

「 森 林 吸 収 源 対策 及び 地球 温暖 化 対 策 に 関す る 地方 の 財源 確保 」 の た め の 


意見 書 


【 件 名 


に 








「 地 球 温 曖 化 対策 の た め の 石 油 石 炭 税 の 税率 の 特例 措置 」 が 平成 24 年 10 月 に 導入 さ 
れ た が 、 使途 は 、CO 2 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 、 森 林 吸 収 源 対 策 及 び 地 球 温暖 
化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 的 な 検討 を 行う 」 と の 方 針 に 
止ま っ て いる 。 

も と より 、 地 球 温暖 化 防止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 有 森林 の 整備 ・ 保 全 等 の 
森林 吸収 源 対 策 や 豊富 な 自然 環境 が 生み 出す 再生 可能 エネ ルギー の 活用 な どの 取り 組 
み が 不 可 欠 で ある 。 

し か し な が ら 、 木 材 価格 の 低迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 後継 者 不足 な ど 厳 し い 情勢 に 
あり 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 自然 災害 等 の 田 威 に 国民 の 生命 財産 が 畜 か され 
る と いっ た 事態 が 生じ て いる 。 

これ を 再生 させ る こと と 共に 、 和 森林 吸収 源 対 策 な どの 地球 温暖 化 対 策 に 取り 組む た め 
の 恒久 的 ・ 安 定 的 な 財源 確保 を 講ず る こと が 急務 で ある 。 

よっ て 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 

記 

自然 災害 な どの 下 威 か ら 国 民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 

的 な 強化 を は か る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 源 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 

の 整備 ・ 保 全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 」 に よ 

る 税収 の 一 定 割合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 譲与 する 仕組 み の 構 築 を 強く 求め る 。 








































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 26 日 














































































































【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
総務 大 臣 
【 件 名 】 道 州 制 導 入 に 断固 反対 する 意見 書 
平成 20 年 以来 、 町 村 議 会 議長 全国 大 会 に お いて 、 et 
の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 に は 、 全 国 町 村 議会 議 
長 会 が 「 丁 寧 な 説明 や 真 軸 な 議論 も な いま ま 、 道 州 制 の 導入 が i た か の ご と き 法 案 
が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 憎 で ある 。」 と する 上 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 





7 月 に は 
請 し て きた と ころ で 








し か し な が ら 、 与党 に お いて は 、 法 案 の 国 
野党 の 一 部 に お いて は 、 既 に 「 道 州 制 





た 、 
衆議院 内 開 委員 会 に お 
き を みせ て いる 。 
これ ら の 法案 は 、 
内 容 と な っ て お り 、 事 
事実 上 の 合併 を 余 
4 ど に 
と は 明らか で ある 。 
ょ 、 こ れ ま で 国 























i 








道 州 笛 


ある 。 





「 道 州 制 は 絶対 に 導入 し な いこ 








と 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 























会 へ の 提出 の 動き が 依然 と し て み ら れ 、 ま 
へ の 移行 の た め の 改 革 基 本 法案 」 を 提出 し 、 












































お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動 























民 の 生活 を 支え る た め 














文化 を 守り 、 





伝統 ・ 





a 然 を 生か し た # 


|] 導入 後 の 
務 権 限 の 受け 
な くさ れる お それ が 高い うえ 、 再 編 


EE 民 と 行政 と の 距離 が 格段 に 遠く な り 、 住 民 目 治 が 衰退 し て し ま 


比べ 、 介 








国 の 具体 的 な か た ち を 示さ な いま ま 、 導入 あり き の 














と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 村 に お いて は 、 
mg され た 「 基 礎 自治 体 」( 












































よ 、 現在 









































、 食 料 供給 、 水 源 濁 養 、 国 土 保全 に 努め 、 
B 場 産業 を 創出 し 、 住民 と と も に 個性 ある まち づく 





け 




















り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 
ほ 視 し て つく り 上 げ る 大 
































郷土 意識 を 
到底 地方 自 
力 を 高め る こと が 、 
て いる 。 





























よっ て 、 我々 住田 





以上 、 地 方 自治 法 第 














町 議会 は 、 


99 条 の 規定 に よ 


道人 


治 体 と 呼べ る も の で は な 








効率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
晶 模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
\。 多様 な 自治 体 の 存在 を 認め 、 個々 の 自治 体 の 活 



































ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 


制 の 導入 に 断固 反対 する 。 





























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 26 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実 現 の た め 医 療 従事 者 の 夜勤 改善 ・ 増 員 を 求め 
る 意見 書 





























東日本 大 震 災 で は 、「 医 療 崩 壊 」「 介 護 期 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 
医師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不 足 も 浮 き 彫 り に な っ た 。 

厚生 労働 省 が 平成 23 年 6 月 17 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 
取り 組み に つい て の 通知 (5 局長 通知 )」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 
持続 可能 な 医療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 奉 制 労働 者 等 の 勤務 環 
境 改 善 は 、 喫 監 の 課題 」、 と し て いる 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 
夜勤 ・ 交 将 制 労働 者 の 増員 と 、 労 働 環境 の 改善 の た め に 、 法 規制 が 必要 で ある 。 

岩 災 か ら の 復興 、 地 域 医 療 再 生 の た め に も 、 医療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並 み に 増 
すこ と が 求め られ て いる 。 
医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 
拡充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 する 。 

記 
1 看護 師 な ど 夜 勤 交替 制 労働 者 の 労働 時 間 を 、 1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 、 勤 務 間隔 
12 時 間 以 上 と し 、 労 働 環境 を 改善 する こと 。 
2 医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 な ど を 増員 する こと 。 









































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 18 日 

【 提 出 iu 総務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 復 興 大 臣 、 
衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 岩 手 県 知事 、 岩 手 県 副 知 事 、 
半生 岩手 県 総務 部 長 

【 件 名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 

















東日本 大 震 災 に より 被災 され た 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓口 負担 の 
免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 

岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 に 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 後 
どう する の か の 問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 43.6% に 
上 り ま し た 。 ま た 、 社 保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た 
が 、「 通 院 回 数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46.4% に な り ま し た 。 こ の 結果 
か ら 、 国保 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 社保 同様 の 事態 と な る こと は 明白 で 
す 。 ま た アン ケー ト の 意見 に は 「 了 臨時 雇用 の 給与 は 低く 免除 を 続け て 欲し い 」「 社 保 ・ 
国保 に 関係 な く 長期 に わた り 医 療 費 を 免除 し て 欲し い 」 な どの 切実 な 声 が 900 以上 も 寄 
せら れ ま し た 。 
県 内 で は 本 年 6 月 30 日 時 点 で 36, 806 名 の 方 が 仮設 住居 暮らし を 余儀 な くさ れ て いま 
す 。 事業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半 ば で す 。 住宅 の 高台 移転 も ほとん ど 進 ん で いま せ 
ん 。 新 た な 住宅 建設 に は 費用 も か か り ま す 。 そ の よう な 中 で 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 必 
要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 
つき まし て は 、 国 、 県 に お か れ ま し て は 、 被 災 さ れ た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項 
に つい て 実現 され ます よう 要請 いた し ます 。 
回 

1 国 は 、 町 が 復興 する まで 被災 され た 方 の 医療 費 窓口 負担 免除 を 今後 も 継続 し 、 係 
る 費用 の 全額 を 補助 し て くだ さい 。 
2 県 は 、 町 が 復興 する まで 被災 され た 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 2014 年 1 月 以 
降 も 継続 し て くだ さい 。 





































































































































































































































































































































































































































































































































































































Du 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








山 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】 道 州 制 導 入 に 断固 反対 する 意見 書 








我々 町 村 議 会 は 、 平成 20 年 以来 、 町 村 議会 議長 全国 大 会 に お いて 、 そ の 総意 に より 、 
「 住 民 自治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 、 
全国 町 村 議 会 議長 会 が 「 町 村 や 国民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真 琶 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 居 で あ 
る 。」 と する 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 、 7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 し な い 
こと 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 、 要 請 し て きた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 与 常に お いて は 、 道 州 制 導 入 を 目指 す 法案 の 国会 へ の 提出 の 動き が 依 
然 と し て み ら れ 、 ま た 、 野 党 の 一 部 に お いて は 、 既に 「 道 州 制 へ の 移行 の た め の 改革 基 
本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提出 し 、 衆議院 内 閣 委 員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 
な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動き を みせ て いる 。 

これ ら の 法案 は 、 道 州 制 導入 後 の 国 の 具体 的 な か た ち を 示さ な いま ま 、 期限 を 区 切っ 
た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 事 務 権 限 の 受け 皿 と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 
村 に お いて は 、 事実 上 の 合併 を 余儀 な くさ れる お それ が 高い うえ 、 道 州 は も と より 再編 
され た 「 基 礎 自治 体 」 は 、 現在 の 市 町 村 や 都 道 府 県 に 比べ 、 住 民 と 行政 と の 距離 が 格段 
に 遠く な り 、 住 民 自 治 が 衰退 し て し まう こと は 明らか で ある 。 

町 村 は 、 こ れ ま で 国民 の 生活 を 支え る た め 、 食 料 供給 、 水 源 光 養 、 国 土 保全 に 努め 、 
伝統 ・ 文 化 を 守り 、 自 然 を 活か し た 地場 産業 を 創出 し 、 住民 と と も に 個性 ある まち づく 
り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 効 率 性 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
郷土 意識 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は な い 。 多様 な 自治 体 の 存在 を 認め 、 個々 の 自治 体 の 活 
力 を 高め る こと が 、 ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 
て いる 。 

よっ て 、 我 々 岩手 県 下閉伊 郡山 田町 議会 は 、 道 州 制 の 導入 に 断固 反対 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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山 田 町 





a 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 生生 


























東日本 大 震 災 に より 被災 され た 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓 口 負担 の 
免除 が 本 年 12 月 末 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 

岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 に 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 後 
どう する か の 問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 43.6% に 上 
り ま し た 。 また 、 社保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、 
「 通 院 回 数 を 減ら し た 」 「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46.49% に な り ま し た 。 この 結果 か ら 、 
型 保 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 社保 同様 の 事態 と な る こと は 明白 で す 。 ま 
た アン ケー ト の 意見 に は 「 了 臨時 雇用 の 給与 は 低く 免除 を 続け て 欲し い 」「 社 保 ・ 国 保 に 
関係 な く 長 期 に 渡り 医療 費 を 免除 し て 欲し い 」 な どの 切実 な 声 が 900 以上 も 寄せ られ ま 
じじ た 。 
岩手 県 内 で は 本 年 6 月 30 日 時 点 で 36, 806 名 の 方 が 仮設 住居 暮らし を 余儀 な くさ れ て 
いま す 。 事 NN EC tt 
ませ ん 。 新 た な 住宅 建設 に は 費用 も か か り ま す 。 そ の よう な 中 で 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 
の と は 明らか で す 。 

つき まし て 国 に お か れ ま し て は 、 被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項 
て 実現 され ます よう 要請 致し ます 。 




































































































































































































































































































































































































































































に つい 




















記 

1 被災 され た 方 の 医療 費 窓口 負担 免除 を 今 
下さ い 。 

2 被災 され た 社保 の 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 復活 させ て 下さ い 。 


後 も 継続 し 、 係 る 費用 の 全額 を 補助 し て 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 致し ます 。 






































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
山 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 、 岩手 県 議会 議長 
【 件 名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 
東日本 大 岩 災 に より 被災 され た 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓口 負担 の 

















免除 が 本 年 12 月 末 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 7 
岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 に 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 
\ に 対し 「 通 院 回 




















日 日 


どう する か の 問 















































り まし た 。 また 、 
「 通 院 回 数 を 減ら 
到 保 や 後期 高齢 者 


し た 」「 通 
医療 の 負 

































































社保 の 方 は 2012 月 

















た アン ケー ト の 意見 に は 
関係 な く 長 期 に 渡り 医療 費 を 免 
た 

岩手 県 内 で は 本 年 6 月 30 









































「 了 臨時 雇用 
































いま す 。 事 oui 

















E 用 の 確保 も 道 半 





























ませ ん 。 新 た な 住宅 建設 に は 費 / 
必要 な 受診 が 妨げ られ る こと ! 
つき まし て 県 { 









































] も か か り ま 
は 明らか で す 。 





て 実現 され ます よう 要請 致し ます 。 


記 


数 を 減ら す 」「 通 
F 2 月 に 免除 
院 で き な く な っ た 」 が 46. 4% 
担 が 発生 すれ ば 、 視 


ば で す 。 人 
































肌 院 で き な い 」 
に 係る 国 の 福 



























































発生 し ます 。 





に な り ま し た 。 この 
上 保 同 様 の 事態 と な る こと は 

の 給与 は 低く 免除 を 続 
除 し て 欲し い 」 な どの 切実 な 声 が 900 以上 も 寄せ られ ま 


け て 欲し い 」「 神 








す 。 そ の よう な 中 で 窓 














こ お か れ ま し て は 、 被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項 





が あわ せ て 43. 6%【 
『 助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、 
の 結果 か ら 、 
白 で す 。 ま 
E 保 ・ 
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担 が 発 4 




















負担 が 発生 し た 後 


る ドド 

















国保 に 





日 時 点 で 36, 806 名 の 方 が 仮設 住居 暮らし を 余儀 な くさ れ て 
モ 宅 の 高台 移転 も ほとん ど 進 ん で い 
口 負 


E す れ ば 、 























に つい 











1 被災 され た 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 2014 年 1 月 以降 も 継続 し て 下さ い 。 





以上 、 地 方 自治 法 第 





99 条 の 規定 に よ 
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岩 泉 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 


【 提 


【 件 


出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 復 興 大 臣 、 
衆議院 議 ヽ 参議 院 議 


名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 
































東日本 大 岩 災 に より 被災 し た 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 加入 者 の 医療 費 窓 口 負担 の 
免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 する 。 
岩手 県 保険 医 協会 が 対象 者 に 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 後 ど うす る 



































































































































か の 問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 43.6% に 上 っ た 。 





保 同 様 の 事態 と な る こと は 明白 で ある 。 ア ン ケ ー ト で は 、「 了 臨時 雇用 の 給与 は 低く 免除 



























































また 、 被災 し た 社保 加入 者 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ 、 「 通 院 
回 数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 と 回 答 し た 人 が 46.49% に な っ た 。 












































この 結果 か ら 、 国保 や 後期 高齢 者 医療 制度 加入 者 の 医療 費 窓 口 負 担 が 発生 すれ ば 、 社 

























































































を 続け て 欲し い 」「 社 保 ・ 国 保 に 関係 な く 長期 に わた り 医 療 費 を 免除 し て 欲し い 」 な ど 
の 切実 な 声 が 900 以上 寄せ られ て いる 。 





























岩手 県 内 で は 今 も 多く の 被災 者 が 仮設 住宅 暮らし を 余儀 な むく され て いる 。 事 業 所 の 再 














開 や 雇用 の 確保 も 道 半 ば で あり 、 住 宅 の 高台 移転 も ほとん ど 進 ん で いな い 状 況 で ある 。 
新た な 住宅 建設 に は 費用 も か か り 、 そ の よう な 中 で 医療 費 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 必要 
な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で ある 。 
















































































よっ て 、 和 被災 者 の 健康 保持 の た め 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 要望 する 。 





























記 
1 eR | | 生 
、 係 る 費用 の 全額 を 補助 する こと 。 


2 A 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 


【 提 
【 件 


東 








日 本 大 震 災 人 








免除 が 本 年 12 月 
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岩手 県 保険 
か の 問い に 対 
また 、 被災 
回 数 を 減ら し 




















この 結果 か ら 、 国保 や 後期 高齢 者 医 





保 同 様 の 事態 
を 続け て 欲し 








し 「 通 院 回 





日 で 終了 し 、 
医 協会 が 対象 者 














た 」「 通 


と な る こと 


い 」「 社 保 ・ 


肌 院 で き 





こよ り 被 災 し た 国保 と 後期 高齢 者 医 
来年 1 月 より 通常 の 負 
< こ 行っ た アン ケ ト 調査 で は 、 負 }# 














数 を 減ら す 」「 通 


な く な っ た 」 























は 明白 で ある 。 

















の 切実 な 声 が 900 以上 寄せ られ て いる 























叶 ま 県 内 は ② も あく の 名 才 が 人 設 住宅 暮らし を 余儀 な くさ れ て いる 。 事 業 所 の 再 
住宅 の 高台 移転 も ほとん ど 進 ん で いな い 状 況 で ある 。 
負担 が 発生 すれ ば 、 必要 


















































療 制度 加入 者 の 
で は 、 
弄 保 に 関係 な く 長 期 に わた り 


















































肌 院 で き な い 」 


し た 社保 加入 者 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 
回 答 し た 人 が 46 
医療 費 窓 
「 臨 時 


と 

















アン ケー 
































療 制度 カ 





が あわ せ て 43.6% に 





I 入 者 の 
担 が 発生 する 。 











天 】 





出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 副 知 事 、 岩 手 県 総務 部 長 、 岩 手 県 保健 福祉 部 長 
名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 





























窓口 負担 の 


日 が 発生 し た 後 ど うす る 























の 1 








こ な っ た 。 
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開 や 雇用 の 確保 も 道 半ば で あり 、 
新た な 住宅 建設 に は 費用 も か か り 、 そ の よう な 中 で 医療 費 窓 
な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で ある 。 





よっ て 、 和 被災 者 の 健康 保持 の た め 、 下 記事 項 の 実現 を 強 


























記 





1 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 免除 を 2014 年 1 月 以降 も 継続 する こと 。 


以上 、 地 方 





自治 法 第 





99 条 の 規定 に よ 

















1 の 給与 


上 っ た 。 





肌 助 が 打ち 切ら れ 、「 通 院 
. 4%\ 

















負担 が 発生 すれ ば 、 社 
は 低く 免除 
療 費 を 免除 し て 欲し い 」 な ど 
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岩 泉 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 


【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 外 務 大 臣 、 


衆議院 議長 、 参 議院 議 


【 件 名 】T PP 交渉 に 関す る 意見 書 


政府 は 平成 25 年 7 月 に TTPP 交渉 に 参加 し た 。 TP P ( 環 太平 洋 経 済 連携 協 
農林 漁業 、 食 の 安全 、 医 療 制度 、 保 険 な ど 国 民生 活 に 広く 影響 し 、I SD 条項 は 国 









































権 を 揺るが し か ね な い 重 大 な 問題 を 含ん で いる 。 

















こう し た 不安 や 懸念 が 払拭 され な いま ま 、 交渉 に 参加 し た こと に 問題 が ある 。 こ れ ま 






























































E) は 、 


家主 








で 、44 道府県 や 全市 町 村 の 多く の 議会 が 、 反 対 な いし は 慎重 な 対応 を 求め る 決議 を 行 








い 、 広範 な 分 野 の 団体 が 交渉 参加 に 反対 し て きた 。 国 論 を 二分 し た 世論 状況 に あり 、3 




















渉 参 加 そ の も の が 理解 され る も の で は な い 。 






































ー ェ ー 
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政府 は これ まで 再三 に わた っ て 「 国 益 を 守る 」 と し 、 与党 は 農産 物 5 品 目 の 関税 撤廃 
の 例外 を 決議 し て いる が 、 政府 の 交渉 方 針 は 明確 で な く 、 守 れる 保障 は 全く な い 。 さ ら 
に 政府 は 、 情 報 開示 を 約束 し 、 国民 的 議論 の 重要 性 を 強調 し て きた が 、 交渉 参加 に あ た 
推移 すれ ば 、 国民 は 交 










































































っ て 結ん だ 保 秘 契 約 を 桶 に 情報 の 公開 を 拒否 し て いる 。 この ま 















































渉 内 容 や 経過 を 知る こと な く 、 ある 日 突然 、 結論 だ け を 押し 付 
あり 、 到 底 、 容 論 で きる も の で は な い 。 
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}「 ら れる 危険 性 が 明 E 





























この よう に 、 国民 的 議論 の 不 十 分 さ の な か で の 交渉 は 、 国益 を 守れ る 保証 









































め て 危険 で ある と 言わ む ざ る を 得 な い 。 PP 交渉 内 中 に ある 現在 、 こ れ ほ ど ま で の 国 





























的 関心 事 に 対し 、 中 間 情 報 が 出さ れ な いと いう の は 国民 の 理解 を 得 ら れ な い 。 














よっ て 、 下 記 の と お り 対 応 さ れる よう 強く 要望 する 。 
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E が な く 、 極 


で 
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1 協定 交渉 する 際 に は 、「 守 り 抜 く 国 益 」 を どの よう に 交渉 の 中 で 勝ち と る の か 明 


確 に 国民 に 開示 する こと 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 
経済 産業 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 

【 件 名 】 森 林 上 吸収 源 対策 及び 地球 温暖 化 対 策 に 関す る 地方 の 財源 確保 の た め の 
意見 書 








地球 温暖 化 防止 の た め の 温 室 効 果 ガ ス の 削減 は 、 我 が 国 の みな ら ず 地球 規模 の 重要 か 
つ 喫 緊 の 課題 と な っ て お り 、 森 林 の も つ 地 球 温暖 化 の 防止 や 国土 の 保全 、 水 資源 の 演 養 、 
自然 環境 の 保持 な ど 「 森 林 の 公益 的 機能 」 に 対す る 国民 の 関心 と 期待 は 大 きく な っ て い 
る 。 
また 、 わ が 国 は 、 平 成 25 年 度 以降 に お いて も 、 京 都議 定 書 目 標 達 成 計 画 に 掲げ られ 
た も の (第 1 約束 期間 に お ける 温室 効果 ガス 排出 削減 義務 6 % の うち 、3.8% を 森林 吸 
収量 で 確保 ) と 同等 以上 の 取組 み を 推進 する こと と し て いる 。 

この よう な 経緯 も 踏ま そえ 、「 地 球 温暖 化 対 策 の た め の 石 油 石 炭 税 の 税率 の 特例 措置 」 
が 平成 24 年 10 月 に 導入 され た が 、 使途 は 、CO 2 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 、 森 
林 吸 収 源 対策 及び 地球 温暖 化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 的 
MM まっ て いる 。 

も と より 、 地 球 温暖 化 防 止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 有 森林 の 整備 ・ 保 全 等 の 
nt OER 
み を 、 山 村 地 域 の 市 町 村 が 主体 的 ・ 総 合 的 に 実施 する こと が 不可 欠 で ある 。 

し か し な が ら 、 こ れ ら 市 町 村 で は 、 木 材 価格 の 暴落 ・ 低 迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 委 
継 者 不足 な ど 茂 し い 情 勢 に あり 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 自然 災害 等 の 田 威 に 
型 民 の 生命 財産 が 田 か され る と いっ た 事態 が 生じ て いる 。 

これ を 再生 させ る こと と 共に 、 森 林 吸 収 源 対 策 な どの 地球 温暖 化 対策 に 取組 むための 
恒久 的 ・ 安 定 的 な 財源 確保 を 講ず る こと が 急務 で ある 。 

よっ て 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 

記 
自然 災害 な どの 下 威 か ら 国 民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 

的 な 強化 を は か る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 源 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 

の 整備 ・ 保 全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 」 に よ 

る 税収 の 一 定 割合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 譲与 する 仕組 み の 構築 を 強く 求め る 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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岩 泉 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣法 第 9 条 の 第 一 順位 指定 大 臣 ( 副 総理 ) 、 内 閣 官 房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (地方 分 権 担当 ) ・ 道 州 制 担当 ・ 総 務 大 臣 、 
衆議院 議長 、 参 議院 議 


【 件 名 】 道 州 制 導 入 に 断固 反対 する 意見 書 








我々 町 村 議 会 は 、 平成 20 年 以来 、 町 村 議会 議長 全国 大 会 に お いて 、 そ の 総意 に より 、 
「 住 民 自 治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 、 
全国 町 村 議 会 議長 会 が 「 町 村 や 国民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真 詩 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 居 で あ 

る 。」 と する 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 、 7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 し な い 
こと 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 、 要 請 し て きた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 与 常に お いて は 、 道 州 制 導入 を 目指 す 法案 の 国会 へ の 提出 の 動き が 依 
然 と し て み ら れ 、 ま た 、 野 党 の 一 部 に お いて は 、 皮 に 「 道 州 制 へ の 移行 の た め の 改 革 基 
本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提出 し 、 衆議院 内 閣 委 員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 
な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動き を みせ て いる 。 

これ ら の 法案 は 、 道 州 制 導 入 後 の 国 の 具体 的 な か かたち を 示さ な いま ま 、 期限 を 区 切っ 
た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 事務 権限 の 受け 皿 と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 
村 に お いて は 、 事実 上 の 合併 を 余儀 な くさ れる お それ が 高い うえ 、 道 州 は も と より 再編 
され た 「 基 礎 自 治 体 」 は 、 現在 の 市 町 村 や や 都 道 府 県 に 比べ 、 住 民 と 行政 と の 距離 が 格段 
に 遠く な り 、 住 民 自 治 が 衰退 し て し まう こと は 明らか で ある 。 

町 村 は 、 こ れ ま で 国民 の 生活 を 支え る た め 、 食 料 供給 、 水 源 滴 養 、 国 土 保全 に 努め 、 
伝統 ・ 文 化 を 守り 、 自 然 を 活か し た 地場 産業 を 創出 し 、 住民 と と も に 個性 ある まち づく 
り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 効 率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
郷士 意識 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は な い 。 多様 な 自治 体 の 存在 を 認め 、 個々 の 自治 体 の 活 
力 を 高め る こと が 、 ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 
て いる 。 

よっ て 、 我 々 岩泉 町 議会 は 、 道 放 






































































































































































































































































































































































































































































































































制 の 導入 に 断固 反対 する 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 




















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





田野 畑村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 27 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣法 第 9 条 の 第 一 順位 指定 
大 臣 ( 副 総 理 ) 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 ・ 内 閣府 特命 担当 大 臣 (地方 分 権 
改革 )・ 道 州 制 担当 

【 件 名 】 道 州 制 導 入 に 断固 反対 する 意見 書 








我々 町 村 議 会 は 、 平成 20 年 以来 、 町村 議 会 議長 全国 大 会 に お いて 、 そ の 総意 に より 、 
「 住 民 自 治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 、 
全国 町 村 議 会 議長 会 が 「 町 村 や 国民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真 加 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 居 で あ 

る 。」 と する 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 、 7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 し な い 
こと 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 、 要 請 し て きた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 与 常に お いて は 、 道 州 制 導入 を 目指 す 法案 の 国会 へ の 提出 の 動き が 依 
然 と し て み ら れ 、 ま た 、 野 党 の 一 部 に お いて は 、 既に 「 道 州 制 へ の 移行 の た め の 改 革 基 
本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提出 し 、 衆議院 内 閣 委 員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 
な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動き を みせ て いる 。 

これ ら の 法案 は 、 道 州 制 導 入 後 の 国 の 具体 的 な か かたち を 示さ な いま ま 、 期限 を 区 切っ 
た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 事務 権限 の 受け 皿 と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 
村 に お いて は 、 事実 上 の 合併 を 余儀 な くさ れる お それ が 高い うえ 、 道 州 は も と より 再編 
され た 「 基 礎 自 治 体 」 は 、 現在 の 市 町 村 や や 都 道 府 県 に 比べ 、 住 民 と 行政 と の 距離 が 格段 
に 遠く な り 、 住 民 自 治 が 衰退 し て し まう こと は 明らか で ある 。 

町 村 は 、 こ れ ま で 国民 の 生活 を 支え る た め 、 食 料 供給 、 水 源 滴 養 、 国 土 保全 に 努め 、 
伝統 ・ 文 化 を 守り 、 自 然 を 活か し た 地場 産業 を 創出 し 、 住民 と と も に 個性 ある まち づく 
り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 効 率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
郷士 意識 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は な い 。 多様 な 自治 体 の 存在 を 認め 、 個々 の 自治 体 の 活 
力 を 高め る こと が 、 ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 
て いる 。 


よっ て 、 我 々 田野 畑村 議会 は 、 道 州 制 の 導入 に 断固 反対 する 。 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議会 名 


意見 書 の 内 容 








田野 畑村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 27 日 


【 提 


【 件 


東 





日 本 大 震 災 炎 ! 


出 先 】 衆議院 議長 


財務 大 臣 、 岩 手 県 知事 











免除 が 本 年 


12 月 末 























岩手 県 保険 
どう する か の 問い 





り まし た 。 




















に 

















司 保 や 後期 高齢 者 





に 対 し 、 
社保 の 方 は 2012 有 ェ 
[通院 回 数 を 減ら 















































た アン ケ 
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ん 。 


関係 な く 長 期 に 


県 内 で は 本 年 6 月 
す 。 事業 所 の 再開 や 雇 / 
新た な 人 


ト の 意 見 に は 
渡り 




















30 日 





























和 医療 の 負 
「 臨 時 雇用 














こよ り 和 被災 され た 国保 と 後期 高齢 者 
日 で 終了 し 、 来 年 
医 協会 が 被災 され た 方 々 
「 通 院 回 数 を 減ら す 」 
E 2 月 に 免除 
し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 
負担 が 発生 すれ ば 、 社保 同様 の 事態 と な る こと は 














元 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 


= ミ 美 Kc 記 = 
長 、 参議 TLE 


名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 












































1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し 3 


厚生 労働 大 臣 、 




















に 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 
「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 43.6% に 上 
国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、 
が 46. 4% こ な り ま し た 。 こ の 結果 か ら 、 
































に 係る 












































の 給与 は 低く 免除 を 続け て ほし い 」「 
医療 費 を 免除 し て 欲し い 」 な どの 


時 点 で 36, 806 名 の 方 が 仮 
の 確保 も 道 半 ば で す 。 住宅 の 高 
EE 宅 建 設 に は 費用 も か か り ま す 。 そ の よう な 中 で 窓 























口 名 

















要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 


つい て は 、 被災 され た 方 の 個 


いた し ます 。 





1 国 は 、 被 災 さ れ た 方 の 医療 費 窓 


助 す る こ 


と 。 











設 住宅 暮らし を 余儀 な くさ れ て いま 
台 移 転 も ほとん ど 進 ん で いま せ 
担 が 発生 すれ ば 、 必 











医療 制度 の 方 の 医療 費 窓 口 負 担 の 
ます 。 


負担 が 発生 し た 後 









































明白 で す 。 ま 
上 保 ・ 国保 に 











実 な 声 が 多く 寄せ られ た と の こ 


























E 康 保持 の た め 、 下 記 の 事項 に つい て 国 




















記 
口 負担 免除 を 今 


2 国 は 、 被 災 さ れ た 社保 の 方 の 医療 費 免 除 を 復活 する こと 。 
口 負担 の 免除 を 2014 年 1 月 以降 も 継続 する こと 。 


3 県 は 、 被 災 さ れ た 方 の 医療 費 窓 


以上 、 地 方 自 








治 法 第 99 条 の 規定 





> 

















より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 

















及び 県 に 


県 く 要 望 





後 も 継続 し 、 係る 費用 の 全額 を 補 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 19 日 
【 提 出先 】 内 閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 に つい て の 意見 書 


喘 
































教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 
g 党 大 





























いま す 。 また 、 生徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 
































低い こと が 、 教 育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教育 条件 の 維持 、 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と 
も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 


充実 が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 この よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と 





































































































お り 要 望 い た し ます 。 


過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こ 
と を 求め ます 。 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 19 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 1!506 人 人 2 還 352 還 
経済 産業 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 

【 件 名 】 森林 下 居 対策 及び 地球 温暖 化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確保 の た め の 意 
見 書 








計 


球 温暖 化 防止 の た め の 温 室 効果 ガス の 削減 は 、 我 が 国 の みな ら ず 地球 規模 の 重要 か 
つ 喫 緊 の 課題 と な っ て お り 、 森 林 の も つ 地 球 温 暖 化 の 防止 や 国土 保全 、 水 資源 の 滴 養 、 
自然 環境 の 保持 な ど 「 森 林 の 公益 的 機能 」 に 対す る 国民 の 関心 と 期待 は 大 きく な っ て い 
る 。 
また 、 我 が 国 は 、25 年 度 以降 に お いて も 、 京 都議 定 書 目標 達成 計画 に 掲げ られ た も 
の (第 1 約 東 期間 に お ける 温室 効果 ガス 排出 削減 義務 6 % の うち 、3.8% を 森林 吸収 量 
で 確保 ) と 同等 以上 の 取組 み を 推進 する こと と し て いる 。 
この よう な 経緯 も 踏ま そえ 、「 地 球 温暖 化 対 策 の た め の 石 油 石 炭 税 の 税率 の 特例 措置 」 

が 平成 24 年 10 月 に 導入 され た が 、 使途 は 、CO 2 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 、 森 
林 吸 収 源 対策 及び 地球 温暖 化 対 策 に 関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 的 
MM まっ て いる 。 

も と より 、 地 球 温暖 化 防 止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 森 林 の 整備 ・ 保 全 等 の 
生還 の の の 
み を 、 山 村 地 域 の 市 町 村 が 主体 的 ・ 総 合 的 に 実施 する こと が 不可 欠 で ある 。 

し か し な が ら 、 こ れ ら 市 町 村 で は 、 木材 価格 の 桑 落 ・ 低 迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 偽 
継 者 不足 な ど 茂 し い 情 勢 に あり 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 自然 災害 等 の 田 威 に 
型 民 の 生命 財産 が 田 か され る と いっ た 事態 が 生じ て いる 。 
これ を 再生 させ る こと と 共に 、 森 林 吸 収 源 対 策 な どの 地球 温暖 化 対 策 に 取組 むための 
恒 入 的 ・ 安 定 的 な 財源 確保 を 講ず る こと が 急務 で ある 。 

よっ て 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 

記 
自然 災害 な どの 脅威 か ら 国 民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 

的 な 強化 を は か る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 源 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 

の 整備 ・ 保 全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 」 に よ 

る 税収 の 一 定 割合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 譲与 する 仕組 み の 構築 を 強く 求め る 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





普 代 村 





は 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 
【 件 お 














我々 町 村 議 会 は 、 平成 20 年 以来 、 町村 議 会 議長 全国 大 会 に お いて 、 そ の 総意 に より 、 
「 住 民 自 治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 
全国 町 村 議会 議長 会 が 「 町 村 や 国民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真 詩 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 憎 で あ 
る 。」 と する 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 、7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 し な い 
こと 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 、 要 請 し て きた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 与 常に お いて は 、 道 州 制 導 入 を 目指 す 法案 の 国会 へ の 提出 の 動き が 依 
然 と し て み ら れ 、 ま た 、 野 党 の 一 部 に お いて は 、 既 に 「 道 州 制 へ の 移行 の た め の 改 革 基 
本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提出 し 、 衆議院 内 閣 委 員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 
な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動き を みせ て いる 。 

これ ら の 法案 は 、 道 州 制 導 入 後 の 国 の 具体 的 な か た ち を 示さ な いま ま 、 期限 を 区 切っ 
た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 事務 権限 の 受け 皿 と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 
村 に お いて は 、 事実 上 の 合併 を 余儀 な くさ れる お それ が 高い うえ 、 道 州 は も と より 再編 
され た 「 基 礎 自 治 体 」 は 、 現在 の 市 町 村 や や 都 道 府 県 に 比べ 、 住 民 と 行政 と の 距離 が 格段 
に 遠く な り 、 住 民 自 治 が 衰退 し て し まう こと は 明らか で ある 。 

町 村 は 、 こ れ ま で 国民 の 生活 を 支え る た め 、 食 料 供給 、 水 源 滴 養 、 国 土 保全 に 努め 、 
伝統 ・ 文 化 を 守り 、 自 然 を 活か し た 地場 産業 を 創出 し 、 住民 と と も に 個性 ある まち づく 
り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 効 率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や 文化 、 
郷土 意識 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は な い 。 多様 な 自治 体 の 存在 を 求め 、 個々 の 自治 体 の 活 


力 を 高め る こと が 、 ひい て は 、 全体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 
て いる 。 








































































































































































































































































































































































































還 ! 























































































































よっ て 、 我 々 普代 村 議 会 は 、 道 州 制 の 導入 に 断固 反対 する 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 




















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 復 興 大 臣 、 
衆議院 議長 、 参 議院 議 


【 件 名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 



































東日本 大 岩 災 に より 被災 され た 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓口 負担 の 
免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 

岩手 県 保険 医 協会 が 被災 され た 方 々 に 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 後 
どう する か の 間 い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が 合わ せ て 43.6% に 上 
り まし た 。 ま た 、 社 保 の 方 は 、2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た 
が 、「 通 院 回 数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46.49% に な り ま し た 。 こ の 結果 
か ら 、 国保 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 社保 同様 の 事態 と な る こと は 明白 で 
す 。 また 、 アンケ ー ト の 意見 に は 「 了 臨時 雇用 の 給与 は 低く 免除 を 続け て ほし い 」 「 社 保 ・ 
怪 保 に 関係 な く 長期 に 渡り 医療 費 を 免除 し て ほし い 」 な どの 切実 な 声 が 900 以上 も 寄せ 
られ まし た 。 
岩手 県 内 で は 本 年 6 月 30 日 時 点 で 36, 806 名 の 方 が 仮設 住居 暮らし を 余儀 な くさ れ て 
いま す 。 事業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半ば で す 。 住宅 の 高台 移転 も ほとん ど 進 ん で い 
ませ ん 。 新 た な 住宅 建設 に は 費用 も か か り ま す 。 そ の よう な 中 で 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 
必要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 

つき まし て 国 に お か れ ま し て は 、 被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項目 に つい 
て 実現 され ます よう 要請 いた し ます 。 
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1 国 は 、 被 災 さ れ た 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 今後 も 継続 し 、 係る 費用 の 全額 を 
補助 する こと 。 
2 国 は 、 被 災 さ れ た 社保 の 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 復活 させ る こと 。 


中 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
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日 本 大 震 災 に より 被災 され た 国保 と 後 
日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負 
医 協会 が 被災 され た 方 々 に 行っ た 
\ に 対し 「 通 院 回 
た 。 ま た 、 社 保 の 方 は 、2012 年 2 
数 を 減ら し た 」 
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高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 




















担 が 発生 し ます 。 

アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 
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「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46.49% に な り ま し た 。 こ 
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以上 、 地 方 自 


事業 所 の 再 
新た な 住宅 建設 に は 費用 
受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 
まし て 県 に お か れ ま 
E す よう 要請 いた し ます 。 












































時 点 で 36, 806 名 の 方 が 仮設 住宅 暮らし を 余儀 な くさ 














開 や 雇用 の 確保 も 道 半 ば で す 。 住宅 の 高台 移転 も ほとん ど 進 ん で いま 
負担 が 発生 すれ ば 、 




















も か か り ま す 。 そ の よう な 中 で 窓 





















































し て は 、 被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項 








「 社 保 ・ 


な どの 切実 な 声 が 900 以上 も 寄せ 


れ て い 





に つい 


県 は 、 被 災 さ れ た 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 2014 年 1 月 以降 も 継続 する こと 。 








治 法 第 99 条 の 規定 に 














より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 
経済 産業 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 

【 件 名 】「 森 林 吸 収 源 対策 及び 地球 温暖 化 対策 に 関す る 地方 の 財源 確保 」 の た め の 
意見 書 








地球 温暖 化 防止 の た め の 温 室 効果 ガス の 削減 は 我が国 の みな ら ず 地球 規模 の 重要 か 
つ 喫 緊 の 課題 と な っ て お り 、 森 林 の も つ 地 球 温暖 化 の 防止 や 国士 の 保全 、 水 資源 の 演 養 、 
自然 環境 の 保持 な ど 「 森 林 の 公益 的 機能 」 に 対す る 国民 の 関心 と 期待 は 大 きく な っ て い 
示す 

また 、 我 が 国 は 、 平 成 25 年 度 以降 に お いて も 、 京 都議 定 書 目標 達成 計画 に 掲げ られ 
た も の (第 1 約 東 期間 に お ける 温室 効果 ガス 排出 削減 義務 6 % の うち 、3.8% を 森林 吸 
収量 で 確保 ) と 同等 以上 の 取組 み を 推進 する こと と し て いま す 。 

この よう な 経緯 も 踏ま そ 、「 地 球 温暖 化 対策 の た め の 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 措置 」 
が 平成 24 年 10 月 に 導入 され た が 、 使途 は 、CO 2 排出 抑制 対策 に 限定 され て お り 、 森 
林 吸 収 源 対策 及び 地球 温暖 化 対 策 に 関す る 地方 の 財源 確保 に つい て は 、「 早 急 に 総合 的 
な 検討 を 行う 」 と の 方 針 に 止ま っ て いま す 。 

も と より 、 地 球 温暖 化 防止 を より 確実 な も の と する た め に は 、 有 森林 の 整備 ・ 保 全 等 の 
ei re ed 
を 、 山 村 地 域 の 市 町 村 が 主体 的 ・ 総 合 的 に 実施 する こと が 不可 欠 で す 。 

し か し な が ら 、 こ れ ら 市 町 村 で は 、 木 材 価格 の 暴落 ・ 低 迷 や 林業 従事 者 の 高齢 化 、 委 
継 者 不足 な ど 茂 し い 情 勢 に あり 、 そ の 結果 、 山 その も の が 荒廃 し 、 自然 災害 等 の 田 威 に 
型 民 の 生命 財産 が 脅かさ れる と いっ た 事態 が 生じ て いま す 。 

これ を 再生 させ る こと と 共に 、 森 林 吸 収 源 対 策 な どの 地球 温暖 化 対策 に 取組 みた め の 
恒 入 的 ・ 安 定 的 な 財源 確保 を 講ず る こと が 急務 で す 。 

よっ て 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る も の で す 。 

記 
自然 災害 な どの 則 威 か ら 国 民 の 生命 財産 を 守る た め の 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 

的 な 強化 を は か る こと に 加え 、 二 酸化 炭素 吸収 源 と し て 最も 重要 な 機能 を 有する 森林 

の 整備 ・ 保 全 等 を 推進 する 市 町 村 の 役割 を 踏ま え 、「 石 油 石炭 税 の 税率 の 特例 」 に よ 

る 税収 の 一 定 割合 を 、 森 林 面 積 に 応じ て 譲与 する 仕組 み の 構築 を 強く 求め ます 。 
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以上 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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野 田 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 


【 件 


私 立 学校 は 、 公 教 


名 】 私 学 助成 の 充実 に つい て の 意見 書 





育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 











現在 、 私 立 学校 の 経営 
を 大 きく 圧迫 し て いま 
低い こと が 、 教 育 諾 条件 が 改 
こう し た 状況 の 









































され な い 大 き な 要 









































E 盤 は 、 厳 し い 環境 に 置か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 


民 に 寄与 し て いま す 。 









































E 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 
因 に な っ て い 
] 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 
も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 











ほす 。 









































充実 が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の ! 
と お り 要 望 い た し 


過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 に 更に 充実 する こ 


と 。 


以上 、 地 方 自 








治 法 第 99 条 の 規 

















基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 























記 慮 を され る よう 下記 の 








市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣法 第 9 条 の 第 一 順位 指定 
大 臣 ( 副 総理 ) 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 

【 件 名 】 道 州 制 導 入 に 反対 する 意見 書 








我々 町 村 議 会 は 、 平 成 20 年 以来 、 町 村 議 会 議長 全国 大 会 に お いて 、 そ の 総意 に より 、 
「 住 民 自 治 の 推進 に 逆行 する 道 州 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 、 
全国 町 村 議 会 議長 会 が 「 町 村 や 国民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真 黄 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 法 案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 翌 で ある 。」 
と する 緊急 声明 を 行っ た 。 さ ら に 、7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 絶対 に 導入 し な いこ と 。」 
と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 、 要 請 し て きた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 与 常に お いて は 、 道 州 制 導 入 を 目指 す 法 案 の 国会 へ の 提出 の 動き が 依 
然 と し て み ら れ 、 ま た 、 野 党 の 一 部 に お いて は 、 既 に 「 道 州 制 へ の 移行 の た め の 改 革 基 
本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提出 し 、 衆 議院 内 閣 委員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て いる 
な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動き を 見 せ て いる 。 

これ ら の 法案 は 、 道 州 制 導 入 後 の 国 の 具体 的 な か た ち を 示さ な いま ま 、 期限 を 区 切っ 
た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 事 務 権 限 の 受け 息 と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん どの 町 
Lo 
され た 「 基 礎 自 治 体 」 は 、 現 在 の 市 町 村 や 都 道 府 県 に 比べ 、 住 民 と 行政 と の 距離 が 格段 
に 遠く な り 、 住 民 自 Be し まう こと は 明らか で ある 。 

町 村 は 、 こ れ ま で 国民 の 生活 を 支え る た め 、 食 料 供給 、 水 源 滴 養 、 国 土 保全 に 努め 、 
伝統 ・ 文 化 を 守り 、 自 然 を 活か し た 地場 産業 を 創出 し 、 住 民 と と も に 個性 ある まち づく 
り を 進め て きた 。 そ れ に も か か わら ず 、 効 率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 伝統 や や 文化 、 
郷土 意識 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に する も の で あり 、 
到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は な い 。 多様 な 自治 体 の 存在 を 認 回 々 の 自治 体 の 活 
力 を 高め る こと が 、 ひ いて は 、 全 体 と し て の 国力 の 増強 に つなが る も の で ある と 確信 し 
て いる 。 

よっ て 、 我 々 野田 村 議 会 は 、 道 旬 
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制 の 導入 に 反対 する 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 








洋 野 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 9 月 20 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 

内 閣法 第 九条 の 第 一 順位 指定 大 臣 ( 副 総理 ) 
【 件 名 】 道 州 制 導 入 に 反対 する 意見 書 


我々 町 村 議 会 
「 住 民 自 治 の 推 








は 、 平成 20 年 以来 、 町 村 議 会 議長 全国 大 会 





進 に 逆行 する 道 り 












































全国 町 村 議会 議長 会 が 「 町 村 や 国 


制 の 導入 が 決定 し た か の ご と き 
る 。」 と する 緊急 声明 を 行っ た と ころ で あり ます 。 さ ら に 、 
絶対 に 導入 し な いこ と 。」 と する 要望 を 決定 し 、 政 府 ・ 国 会 に 対し 、 要 請 し て きた と こ 








ろ で あり ます 。 
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に お いて 、 そ の 総意 に より 、 








H 制 は 行わ な いこ と 。」 を 決定 し 、 本 年 4 月 15 日 に は 、 















































民 に 対し て 丁寧 な 説明 や 真 款 な 議論 も な いま ま 、 道 州 
法案 が 提出 され よう と し て いる こと は 誠に 遺 尼 で あ 





7 月 18 日 に は 、「 道 州 制 は 




















し か し な が ら 、 与党 に お いて は 、 道 州 制 導入 を 目指 す 法 案 の 国 会 へ の 提出 の 動き が 依 


然 と し て み ら れ 、 ま た 、! 
基本 法案 」 を 第 183 回 国会 へ 提 H 
いる な ど 、 我 々 の 要請 を 無視 する か の 動き を みせ て お り ま す 。 





これ ら の 法案 


の 町 村 に お いて は 、 事 実 上 の 合 
り 再 編 さ れ た 「 基 礎 自 治 体 」 は 、 


























野党 の 一 部 に お いて は 、 既 に 「 道 州 制 へ の 移行 の た め の 改 革 
日 し 、 衆 議院 内 閣 委 員 会 に お いて 閉会 中 審査 と な っ て 






























































は 、 道 州 制 導入 後 の 国 の 具体 的 な か か た ち を 示さ な いま ま 、 期 限 を 区 切 
っ た 導入 あり き の 内 容 と な っ て お り 、 事 務 権 限 の 受け 皿 と いう 名 目 の も と 、 ほ と ん ど 


























離 が 格段 に 遠く な り 、 住 民 自 治 が 衰退 し て し a 


町 村 は 、 これ まで 国民 の 生活 を 支え る た め 、 食料 供給 、 



















































































を 余儀 な くさ れる お それ が 高い うえ 、 道 州 は も と よ 
現在 の 市 町 村 写 都 道 府 県 に 比べ 、 住 民 と 行政 と の 距 
まう こと は 明 


ら か で あり ます 。 
水源 洒 養 、 国土 保全 に 努め 、 























伝統 ・ 文 化 を 守り 、 自 然 を 活か し た 地場 産業 を 創出 し 、 住 民 と と も に 個性 ある まち づ 


くり を 進め て き て お り 









































ます 。 そ れ に も か か わら ず 、 効 率 性 や 経済 性 を 優先 し 、 地 域 の 














伝統 や 文化 、 郷 土 意 議 を 無視 し て つく り 上 げ る 大 規模 な 団体 は 、 住 民 を 置き 去り に す 


る も の で あり 、 








認め 、 個 々 の 自 

















治 体 の 活力 を 高 





な が る も の で ある と 確信 し て お 


よっ て 、 我 々 洋 野 H 


以上 、 地 方 自 








治 法 第 99 条 の 規 
































到底 地方 自治 体 と 呼べ る も の で は あり ませ ん 。 多様 な 自治 体 の 存在 を 























め る こと が 、 ひ いて は 、 全 体 と し て の 国力 の 増強 に つ 


り ま す 。 









































議会 は 、 道 州 制 の 導入 に 反対 いた し ます 。 


定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 








